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入 札 公 告 
 

 次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の6の規定により公

告する。 

入札参加者は、この「公告」のほか、「一般競争入札説明書」（以下「入札説明書」という。）及び「一般競争入

札心得」の内容を遵守するとともに、契約締結に必要な条件を熟知のうえ、入札を行うこと。 

 

令和８年11月６日                              大阪府警察本部長  鎌田 徹郎 

記 

  

         

１ 契約の内容 

 
２ 入札日程等 

（１） 
入札公告、入札説明書 

及び仕様書等の交付 

交 付 期 間 令和８年11月６日（金）午後１時 から 同年11月20日（金）午後０時まで 

交付場所及

び交付方法 

 

大阪府警察ウェブサイト「会計課からの物品売払い情報」に掲載してい

る入札関係書類（ＰＤＦファイル）を入札参加希望者が印刷すること。 

 

（２） 入札参加資格審査申請 

申 請 期 間 
令和８年11月６日（金）午後１時 から 同年11月20日（金）午後５時まで 

（平日のみ） 

申 請 場 所 

 

〒５４０－８５４０  

大阪市中央区大手前三丁目１－１１ 大阪府警察本部本庁舎  

（TEL （０６）６９４３－１２３４） 

大阪府警察本部総務部会計課監査室 （内線 ２２５９１） 

 

本案件は紙入札です。 

 

契 約 年 度 令和８年度 

契 約 件 名 府帰属物件の売買契約（第五ブロック） 

業務所管所属 大阪府警察本部総務部会計課 

入札参加資格者名簿登録コード 

古物類（種目コード62）の古物商に登録をされている者であること。 

※次の４つの種目コードのうち、いずれかに登録をされていること。 

〇 「古物商・金属くず業・再生資源集荷業（種目コード620）」 

〇 「古物商（種目コード621）」 

〇 「古物商・金属くず業（種目コード624）」 

〇 「古物商・再生資源集荷業（種目コード625）」 

履 行 場 所 大阪府警察本部の指定する場所 

履 行 期 間 契約締結日 から 令和９年２月19日まで 

本入札に参加を希望される方は、令和７・８・９年度 

大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格者名簿に登

録されることが必要です。 



           

  

（３） 

入札公告、入札説明書

及び仕様書等に関する

質問 

受付期間及

び提 出 方 法 

令和８年11月６日（金）午後１時 から 同年11月20日（金）午後５時まで

に、別紙「質問書」に質問事項を記載の上、 

〒５４０－８５４０  

大阪市中央区大手前三丁目１－１１ 大阪府警察本部本庁舎  

（TEL （０６）６９４３－１２３４ ） 

大阪府警察本部総務部会計課監査室 （内線 ２２５９１）に提出すること。 

回答日及び 

回 答 方 法 
令和８年11月25日（水）付けで、入札参加資格審査申請者に郵送する。 

（４） 入札参加資格審査の結果 令和８年11月25日（水）付けで、申請者に郵送する。 

（５） 入札 

日 時 及 び 

場 所 

令和８年12月１日（火） 午前１０時 

大阪市中央区大手前三丁目１－１１  

大阪府警察本部本庁舎１階入札室 

※ 同日午前１０時までに玄関ロビーにて待機しておくこと。 

留 意 事 項 

ア 郵送又は電送による入札は認めない。 

イ 入札に際し、代表者又は受任者に代わり他の者が入札を行う場合は、

代表者又は受任者からの委任状を提出すること。 

（６） 入札保証金 免除する。 

（７） 入札の無効 

 入札に参加する資格のない者及び虚偽の申請を行った者が提出した

入札書並びに入札心得及び入札公告等において示した条件等に違反し

た者の提出した入札書は無効とする。 

 また、大阪府より入札参加資格の申請中であることが確認された者

であっても、入札時点において入札参加資格のない者の提出した入札

書は無効とする。 

 なお、無効の入札書を提出した者を落札者としていた場合には落札

決定を取り消す。 

（８） 予定価格の公表 公表しない 

 

 

３ 入札参加資格 

 

 

 

 

 

入札心得及び入札説明

書 で 示 す 資 格 要 件 
入札心得及び入札説明書で示す資格要件をすべて満たしていること。 

登録業種 

令和７・８・９年度大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格者名簿中、 

古物類（種目コード62）の古物商に登録をされている者であること。 

※次の４つの種目コードのうち、いずれかに登録をされていること。 

〇 「古物商・金属くず業・再生資源集荷業（種目コード620）」 

〇 「古物商（種目コード621）」 

〇 「古物商・金属くず業（種目コード624）」 

〇 「古物商・再生資源集荷業（種目コード625）」 

地域要件 大阪府の区域内に事業所を有していること。 

業務執行体制予定書 

古物営業法第５条第２項における許可証（以下「古物商許可証」という。）の交付について、この公告

の日を基準に５年以上前に交付されている者を作業責任者として本業務に配置できること。また、作

業副責任者についても必ず配置することとし、仕様書に定める本業務の履行体制が整備できているこ

と。 



           

  

 

４ 交付書類一覧 

 交付 名称 交付方法 

入札公告 ○ １ 入札公告 

大阪府警察ウェブサイト「会計課からの物

品売払い情報」に掲載している入札関係書

類（ＰＤＦファイル）を入札参加希望者が印

刷すること。 

 

参加資格申請関係 
○ ２-１ 一般競争入札参加資格審査申請書 

○ ２-２ 業務執行体制予定書 

質問書 ○ ３ 質問書 

入札説明書等 

○ ４-1 一般競争入札心得 

○ ４-２ 一般競争入札説明書 

○ ４-３ 契約書（案）及び特記仕様書 

○ ４-４ 仕様書 

○ ４-５ 入札書 

○ ４-６ 委任状 

○ ４-７ 契約保証金免除申請書 

○ ４-８ 誓約書 

 

５ 提出書類一覧 

（１）入札参加資格審査申請時に提出するもの 

書類名称 備考 

一般競争入札参加資格審査申請書 様式２-１ 

業務執行体制予定書 様式２-２、古物商許可証の写し 

返送用封筒 

定型封筒に送付先を明記し、簡易書留郵便相当分を含む切手（490円分）を貼付したもの

もしくはレターパックライト。 

（入札参加資格審査結果通知及び質問回答の送付用） 

 

 （２）入札時に提出するもの 

書類名称 備考 

入札書 

様式４-５、代表者又は受任者が応札する場合は、古物商許可証及び顔写真付きの本人

確認書類をあわせて持参すること。代理人に委任する場合は、代理人の顔写真付きの本

人確認書類を持参すること。 

委任状 様式４-６ 

一般競争入札参加資格確認結果通知

書 
令和８年11月25日（水）付けで、申請者に郵送する。 

 

 

６ 手続き先・問合せ先 

内      容 手続き先・問合せ先 

本件入札に関すること及び落札決定後の契約手続きに

関すること 

〒５４０－８５４０ 

大阪市中央区大手前三丁目１－１１ 大阪府警察本部本庁舎 

大阪府警察本部総務部会計課監査室 

（TEL （０６）６９４３－１２３４ 内線 ２２５９１） 

 



（２－１）

一般競争入札参加資格審査申請書

令和 年 月 日

大阪府警察本部長 様

(申 請 者)

所 在 地

フリガナ

商号又は名称

フリガナ

代表者職・氏名 使用印

電話番号

FAX番号

令和８年11月６日に公告のありました「府帰属物件の売買契約（第五ブロック）」に係る

一般競争入札に参加したいので、関係書類を添えて参加資格の審査を申請します。

なお、申請書及び関係書類の全ての記載事項は事実と相違ないこと及び地方自治法

施行令第167条の6の規定による入札公告（告示）に示した入札参加に必要な資格を有する

ことを誓約します。

また、地方自治法施行令第167条の４第１項、第２項及び第３項の規定並びに下記のい

ずれかに該当したときは、入札参加資格の取消しをされても何ら異議の申し立てをしませ

ん。

記

１ 罰金以上の刑に処せられた者

２ 入札参加業者としてふさわしくない行為のあった者

※裏面に連絡先等必要事項を記載すること。



一般競争入札参加資格審査申請書 その他の記載事項

記 入 責 任 者

部 署 名： 電話： （ ）

担当者名： FAX： （ ）

大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格の有無令和７・８・９年度

登録契約種目・業種

（番号又は小分類名）

（種目コード ） （業者番号 ）

記入上の注意※

１ 申請書（表）

(1) 申請者（所在地、商号又は名称、代表者職・氏名、印）

大阪府の入札参加資格登録で、契約先となっている本店、営業所、支店等の

情報を記載してください （ 大阪府物品・委託役務関係。「令和７・８・９年度

競争入札参加資格申請」における申請者（本社）欄の内容（申請者が受任者を

設ける場合は、受任者（営業所・支店）欄の内容 ））

２ 申請書（裏面）

(1) 記入責任者

大阪府での入札・契約事務についての連絡先担当者の情報を記入してください。

(2) 大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格の有無令和７・８・９年度

登録業種が、今回の入札案件の資格に適合した業種か、再度確認してくださ

い。登録済みの場合は、種目コード及び業者番号を記載してください。



１ 作業責任者等の配置

※古物商許可証の写しを添付すること。
※作業副責任者は、１名以上を配置すること。

２ 作業従事予定者 名（上記の作業責任者等の数を除く）

件名 府帰属物件の売買契約（第五ブロック）

※作業責任者及び作業副責任者の選定にあっては、会社の代表者若しくは代表者が指定する正
社員とする。

古物商許可証
交付年月日

作業副責任者

職務区分

作業責任者

作業副責任者

予定者氏名

代表者・氏名

私は、府帰属物件の売買契約（第五ブロック）について、本業務の仕様に定める業務の執行体制を確保
し、業務の適切な実施を予定しています。

大阪府警察本部長 様

（２－２）

業務執行体制予定書

令和 年 月 日

所 在 地
商号又は名称



（３）

質 問 書

令和 年 月 日

大阪府警察本部長 様

商号 又 は 名称

職 ・ 氏 名

ＴＥＬ

ＦＡＸ

府帰属物件の売買契約（第五ブロック）の見積りにあたり、下記の疑義にご回答ください。

記

質 問 項 目 内 容

（注意事項）

① 質問のある方は、本質問書を令和８年11月20日（金）午後５時までに、大阪府警察本部総務部会計課

監査室まで持参もしくは郵送で提出すること。なお、郵送の場合は必着とする。

② 本件入札に係る見積書作成に直接関係のない質問及び指定した日時を過ぎて提出された質問書に

ついては、いずれも回答しない。

阪府警察本部総務部会計課監査室質問書の提出先 大



（４－１）
一般競争入札心得

契約件名：府帰属物件の売買契約（第五ブロック）

（趣 旨）
第１条 この心得は、大阪府警察が行う物品関係の一般競争入札（入札に参加するた
めに必要な参加資格（以下「入札参加資格」という ）等の条件を付して行う一般競。
争入札を含む。以下「入札」という ）に参加しようとする者（以下「入札参加者」。
という ）が守らなければならない事項を定めるものとする。。

（法令等の遵守）
第２条 入札参加者は、地方自治法（昭和22年法律第67号 、地方自治法施行令（昭和）
22年政令第16号。以下「自治令」という 、大阪府財務規則（昭和55年大阪府規則。）
第48号。以下「規則」という 、大阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例第58。）
号）及びその他関係法令並びにこの心得を遵守しなければならない。

２ 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政
令第372号）の規定が適用される調達契約（以下「特定調達契約」という ）に係る。
一般競争入札については、入札参加者は、前項に定めるもののほか、同令、大阪府

（ ）の物品等又は特定役務の調達手続の特例に関する規則 平成７年大阪府規則第77号
を遵守しなければならない。

３ 入札参加者は、入札に際し、大阪府警察の指示に従い、円滑な入札に協力し、正
常な入札の執行を妨げたり、他の入札参加者の入札を妨害するようなことを避けな
ければならない。

４ 入札参加者は、仕様書、入札説明書、質問回答書、契約書案及びその他契約締結
に必要な条件を熟知の上、入札しなければならない。

５ 入札及び契約に関して、用いる言語は日本語とし、通貨は日本円とする。

（公正な入札の確保）
第３条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年
法律第54号。以下「独占禁止法」という 、刑法（明治40年法律第45号）等に抵触。）
する行為を行ってはならない。

２ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札
価格又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に入札価格を定めなければ
ならない。

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格を開示して
はならない。

（入札参加者資格等）
第４条 入札参加者は、自治令第167条の６第１項の規定による公告において指定した
期日までに、入札参加資格確認申請に関する書類を大阪府警察に提出し、当該入札
の入札参加資格の有無について審査を受けなければならない。

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、入札に参加することができない。
(1) 前項に規定する公告に掲げる入札参加資格を有しない者
(2) 公告の日から入札日までの間に入札参加資格を取り消された者
(3) 前２号に掲げるもののほか、正常な入札の執行を妨げる等の行為をした者又
はするおそれがあると認められる者

（入札保証金）
第５条 入札保証金は、規則第61条の規定に該当する場合は、免除する。

落札者が契約を締結しないときは、違約金として入札価格の100分の110に相当す
る金額（以下「契約希望金額」という ）の100分の２に相当する金額を大阪府警察。
に支払わなければならない。ただし、次の各号に定める場合は、この限りでない。
(1) 大阪府入札参加停止要綱 別表13（経営不振）の規定により入札参加停止の措
置を講じられ、又は同内容の措置要件に該当したことにより、契約を締結しない
場合

(2) 大阪府入札参加停止要綱 別表６（安全管理措置）(2)イの規定により入札参加



停止１ヶ月の措置を講じられ、又は同内容の措置要件に該当したことにより契約
を締結しない場合

(3) 代表者の死亡等により営業活動を継続しえなくなったため契約を締結しない場合

（入札の方法）
第６条 入札参加者は、入札書に記名押印のうえ、指定した日時、場所において、所
定の入札箱に投入しなければならない。

２ 入札参加者は、代理人をして入札させるときは、委任状を持参させ、入札執行時
までに大阪府警察に提出しなければならない。この場合において、入札書には委任
者と代理人を併記し、代理人の押印をもって入札するものとする。

３ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、同一の入札に参加する他の入札参加者の
代理人を兼ねることはできない。

４ 入札書に記載する金額については、見積もった契約希望金額の110分の100に相当
する金額(いわゆる税抜き価格）とすること。

５ 入札会場への入室は、原則として入札参加者１名のみとする。

（入札の辞退）
第７条 入札参加者は、入札の完了まで、いつでも入札を辞退することができる。た
だし、一旦、辞退した場合は、それを撤回し、又は当該入札に再度参加することが
できない。

２ 入札参加者が入札を辞退するときは、次の各号に掲げるところにより行うものと
する。
(1) 入札前にあっては、入札辞退届を大阪府警察に提出するものとする。
(2) 入札中にあっては、入札辞退の旨を入札書に記載し、入札箱に投入するものと
する。

３ 入札時間を過ぎても入札書を提出しない場合は、当該入札参加者が入札を辞退し
たものとみなす。

４ 入札を辞退した者は、これを理由として不利益な取扱いを受けるものではない。

（入札書の書換等の禁止）
第８条 入札参加者は、その提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることが
できない。

（入札の取り止め等）
第９条 入札参加者が第２条又は第３条に抵触する疑いがあるときなど、大阪府警察
が必要と認めるときは、入札を延期し、中断し、若しくは保留し、又は当該入札に
関する調査を行うことがある。この場合において、調査の結果、入札を公正に執行
することができないと認められるときは、入札の執行を取り止めることがある。

２ 前項の規定により大阪府警察が調査を行うときは、入札参加者は調査に協力しな
ければならない。

３ 入札の執行に際して、天災地変、その他やむを得ない事由が生じたときは、その
執行を延期し、又は取り止めることがある。

（開札）
第10条 開札は、入札の終了後、直ちに当該入札場所において、原則として入札者を
立ち会わせて行い、その結果を口頭で知らせるものとする。

（入札の無効）
第11条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。
(1) 第４条第２項各号のいずれかに該当する入札に参加する資格を有しない者のし
た入札

(2) 委任状を持参しない代理人のした入札
(3) 記名押印又は署名を欠く入札
(4) 金額を訂正した入札又は金額の記載の不鮮明な入札
(5) 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札
(6) 技術審査資料を提出しない者、仕様書に適合しない技術審査資料を提出した者



又は技術審査資料に不足等があるときに指定した期日までに追加資料を提出しな
い者がした入札

(7) 談合その他の不正行為により入札を行ったと認められる者のした入札
(8) 同一の入札について、２以上の入札をした者の入札
(9) 同一の入札について、自己のほか、他人の代理人を兼ねて入札した者の入札
(10) 同一の入札について、２者以上の代理人である者のした入札
(11) 前各号に掲げるもののほか、指示された条件に違反して入札した者の入札

（失 格）
第12条 開札から落札決定までの期間において、次の各号のいずれかに該当した者は、
失格とする。
(1) 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた者又は同要綱別
表に掲げる措置要件に該当した者

(2) 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受け
た者又は同要綱別表に掲げる措置要件に該当した者

(3) 大阪府（大阪府警察をはじめとする大阪府の機関を含む ）との契約において、。
談合等の不正行為があったとして損害賠償請求を受けた者

（落札者の決定）
第13条 有効な入札を行った者のうち、契約希望金額が予定価格以上であり、かつ最
高価格をもって入札した者を落札者とし､その者の契約希望金額を落札金額とする｡
この場合において、落札金額に１円未満の端数が生じたときは、切り捨てるものと
する。ただし、落札者となるべき最高価格での入札をした者が２者以上あるときは、
直ちに、当該入札をした者にくじを引かせて落札者を決定する（当該入札をした者
は、くじを辞退することはできないものとし、くじを引かない者があるときは、こ
れに代わって当該入札事務に関係のない職員にくじを引かせる 。。）

（再度の入札）
第14条 開札をした場合において、落札者とすべき者がいないときは、直ちに再度の
入札を行うことができる。この場合において、再度の入札は２回以内とする。

２ 前項に規定する再度の入札を行うときは、次の各号のいずれかに該当する入札を
した者は再度の入札に参加することができない。
(1) 第11条第１号から第２号まで及び第６号から第10号までの規定により無効とさ
れた入札をした者

(2) 第11条第11号の規定より無効とされた入札をした者で、再度の入札に参加させ
ることが不適当と認められるもの

（契約保証金等）
第15条 落札者は、契約金額の100分の５以上の額の契約保証金を納付しなければなら
ない。ただし、契約保証金に代わる担保として大阪府警察が認めた有価証券の提供
をもって契約保証金の納付に代えることができる。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、規則第68条の
規定を適用し、契約保証金を免除する。
(1) 大阪府警察を被保険者とした履行保証保険契約（保険金額は、総予定額の100分
の５以上とする ）を保険会社と締結し、その保険証書を大阪府警察に寄託した。
場合

、 、 、(2) 国 地方公共団体 独立行政法人通則法第二条第一項に規定する独立行政法人
国立大学法人法第二条第一項に規定する国立大学法人、地方独立行政法人法第二
条第一項に規定する地方独立行政法人又は沖縄振興開発金融公庫と同種類及び同
規模（当該契約金額の７割以上）の契約履行実績が過去２年間で２件以上ある場
合で、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認める場合（落札者の
申請による ）。

（契約書の提出）
第16条 契約書を作成する場合において、落札者は、契約書に記名押印し、落札決定
の翌日から起算して、10日以内に大阪府警察に提出しなければならない。ただし、



大阪府警察の承諾を得た場合は、この期間を変更することができる。
２ 落札者は、個人情報の保護に関する誓約書及び大阪府暴力団排除条例第11条第２項
に規定する暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の誓約書を前項の期間までに提出
するものとする。

３ 落札者が前々項に定める期間内に契約書及び前項の誓約書を提出しないときは、
落札者としての権利を失う。

（異議の申立）
第17条 入札参加者は、入札後、この心得、入札説明書、契約条項、仕様書等につい
て不明又は錯誤等を理由として異議を申し立てることはできない。

（その他）
第18条 入札に際しては、すべて大阪府警察の指示に従うこと。



（４－２）

一般競争入札説明書

１ 競争入札に付する事項

(1) 契約概要

府帰属物件の売買契約（第五ブロック）

(2) 売却物件等の規格及び数量

仕様書のとおり。

(3) 履行期間

契約締結日から令和９年２月19日までの間

(4) 履行場所

仕様書のとおり。

２ 入札参加資格

(1) 次のアからキまでのいずれにも該当しない者であること。

ア 成年被後見人

イ 民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）附則第３条第３項の

規定によりなお従前の例によることとされる同法による改正前の民法 明治（

29年法律第89号）第11条に規定する準禁治産者

ウ 被保佐人であって契約締結のために必要な同意を得ていないもの

エ 民法第17条第１項の規定による契約締結に関する同意権付与の審判を受

けた被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの

オ 営業の許可を受けていない未成年者であって 契約締結のために必要な同、

意を得ていないもの

カ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

キ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第32条第１項各号に掲げる者

(2) 民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項又は第２項の規定による再

生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者 同法第33条第（

１項の再生手続開始の決定を受け かつ 大阪府入札参加資格審査要綱に基づ、 、

く物品・委託役務関係競争入札参加資格の再認定がなされた者を除く。）、会社

更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第２項の規定による更生手

続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者 同法第41条第１項（

の更生手続開始の決定を受け かつ 同要綱に基づく物品・委託役務関係競争、 、

入札参加資格の再認定がなされた者を除く。）、金融機関から取引の停止を受け

。ている者その他の経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと

(3) 府の区域内に事業所を有する者にあっては 府税に係る徴収金を完納してい、

ること。

(4) 府の区域内に事業所を有しない者にあっては 主たる事務所の所在地の都道、

。府県における最近１事業年度の都道府県税に係る徴収金を完納していること

(5) 消費税及び地方消費税を完納していること。

(6) 物品・委託役務関係競争入札参加資格審査申請書（添付書類等を含む ）又。

は資格審査申請用データ中の重要な事項について虚偽の記載をし 又は重要な、

事項について記載をしなかった者でないこと。

(7) この公告の日から開札の日までの期間において 次のアからウまでのいずれ、

にも該当しない者であること。



ア 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者又は同要綱

別表各号に掲げる措置要件に該当する者

イ 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受

けている者（(1)キに掲げる者を除く ）又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に。

該当する者（(1)キに掲げる者を除く ）。

ウ 大阪府（大阪府警察をはじめとする大阪府の機関を含む ）との契約において、。

談合等の不正行為があったとして損害賠償の請求を受けている者

(8) 令和７・８・９年度大阪府物品・委託役務関係競争入札参加資格者名簿中

「古物類（種目コード62）の古物商」に登録をされている者であること。

(9) 大阪府の区域内に事業所を有していること。

（ 「 」 。）(10) 古物営業法第５条第２項における許可証 以下 古物商許可証 という

の交付について この公告の日を基準に５年以上前に交付されている者を作業、

責任者として本業務に配置できること また 作業副責任者についても必ず配。 、

置することとし、仕様書に定める本業務の履行体制が整備できていること。

３ 入札参加資格審査申請手続

(1) 申請書類及び入札説明書等の交付期間

令和８年11月６日 金 午後１時から令和８年11月20日 金 午後０時まで（ ） （ ）

(2) 申請書類及び入札説明書等の交付場所

大阪府警察ウェブサイト「会計課からの物品売払い情報」に掲載している

入札関係書類（ＰＤＦファイル）を入札参加希望者が印刷すること。

(3) 提出する書類

ア 一般競争入札参加資格審査申請書（様式２－１）

イ 業務執行体制予定書（様式２－２）

ウ 入札参加資格審査結果通知用封筒（定型封筒に送付先を明記し、簡易書

留郵便相当分を含む切手（490円分）を貼付したものもしくはレターパック

ライト ）。

(4) 提出する場所

〒540-8540 大阪市中央区大手前三丁目１番11号

（TEL 06-6943-1234 内線22591）

大阪府警察本部総務部会計課監査室

(5) 提出方法

なお、郵送の場合は必着とする。提出書類は、持参又は郵送するものとする。

(6) 審査結果の通知

入札参加資格の結果通知は、令和８年11月25日（水）付けで、申請者に対

し郵送にて通知する。

(7) 入札に関する質問と回答

、 （ ） （ ）入札に関して質問がある場合は 質問書 様式３ を令和８年11月20日 金

午後５時までに、前記(4)に示す場所に提出すること。

なお、回答は郵送により令和８年11月25日（水）付けで、入札参加資格審査

申請者に通知する。

４ 入札手続等

(1) 入札執行の日時及び場所

ア 日時

令和８年12月１日（火）午前10時

イ 場所

大阪市中央区大手前三丁目１－11



大阪府警察本部本庁舎１階入札室

(2) 入札方法

ア 入札の執行に当たって、入札資格がある旨記載された通知書（一般競争

入札参加資格確認結果通知書）を持参することとし、持参しない者は入札

資格を認めない。

なお、入札資格がないと認められた者は本件入札に参加することができ

ない。

イ 入札書（様式４－５）は持参するものとし、郵送又は電送による入札は

認めない。

ウ 入札に際し、代表者又は受任者に代わり他の者が入札を行う場合は、代

表者又は受任者からの委任状を持参し、提出すること。

エ 売却物件全てを１品目として入札するものとし、落札者の決定にあたっ

ては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算

した金額（当該金額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の110分の100に相当する金額（いわゆる税抜き価格）を入札書に記

載すること。

なお、入札書に記載する金額は、売却物件の価格のほか、回収、仕分け

及び保管等に要する一切の諸費用を考慮すること。

(3) 契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本円とする。

(4) 入札保証金及び契約保証金

ア 入札保証金

免除する。

イ 契約保証金

落札者は、大阪府財務規則（昭和55年大阪府規則第48号）第67条の規定に

よる契約保証金を納めなければならない。ただし、同規則第68条第１号又は

第３号に該当するときは、契約保証金の全部又は一部を免除する。

(5) 入札の無効

入札に参加する資格のない者及び虚偽の申請を行った者のした入札並びに

入札心得及び入札説明書において示した条件等入札に関する条件に違反した

入札は、無効とする。

なお、大阪府警察により入札参加資格のある旨確認された者であっても、

その確認の後、入札時において前記２に掲げる資格のない者のした入札は、

無効とする。

５ 落札者の決定方法

入札を行った者のうち、入札書に記載された契約希望金額が、大阪府財務規

則（昭和55年大阪府規則第48号）第57条の規定に基づいて定めた予定価格以上

であり、かつ、最高価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。

６ 契約書の作成

契約書を作成する。

７ 契約の締結等

ア 落札者が、落札決定の日から契約締結の日までの間において、大阪府公

共工事等に関する暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受け、



その措置期間中であるとき、又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当

すると認められるときは、契約を締結しない。

イ 落札者が、落札決定の日から契約締結の日までの間において、次の(ｱ）

又は(ｲ)のいずれかに該当したときは、契約を締結しないことがある。

(ｱ) 大阪府入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受け、その措

置期間中の者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認めら

れる者

(ｲ) 大阪府（大阪府警察をはじめとする大阪府の機関を含む。）との契約

において、談合等の不正行為があったとして損害賠償の請求を受けてい

る者

８ ７のア又はイにより、契約を締結しなくても、大阪府警察は一切の責めを負

わないものとする。

９ その他

(1) 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び問い合わせ先

前記３の(4)に同じ。

(2) 入札参加者は、本書、一般競争入札心得、契約書案及び仕様書を熟読し、

それらを遵守すること。

以 上



（４－３）

契 約 書 （案）

府帰属物件の売買契約（第五ブロック）１ 契 約 件 名

仕様書のとおり2 数量・規格等

千 円十億 百万

契 約 金 額

うち取引に係る消費税3

及び地方消費税の額
（注 「取引に係る消費税及び地方消費税の額」は、消費税法（昭和63年法律第108）

号）第28条第1項及び第29条並びに地方税法（昭和25年法律第226号）第72条の82及び
、 。第72条の83の規定により算出したもので 契約金額に110分の10を乗じて得た額である

契約締結日から令和９年２月19日まで4 履 行 期 間

大阪府の指定する場所5 履 行 場 所

納付又は免除6 契約保証金

な し7 適用除外条項

上記の契約について、売払人と買受人は、各々対等な立場における合意

に基づいて、別添の条項（適用除外事項は、上記７のとおり）によって公

正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

この契約の締結を証するため､本書２通を作成し､当事者記名押印の上､

各１通を保有する｡

令和 年 月 日

売 払 人 大 阪 府

代 表 者 大阪府警察本部長

買 受 人 所 在 地

商号又は名称

代 表 者



（総則）

第１条 売払人及び買受人は、この契約書（特記仕様書及び仕様書を含む ）に基づ。

き日本国の法令を遵守し、この契約を誠実に履行しなければならない。

２ 買受人は、この契約の履行に当たっては、常に善良なる管理者の注意をもってこ

の契約に基づく作業を履行しなければならない。

３ この契約書に定める催告、請求、通知、報告、申出、承認及び解除は、口頭によ

り報告できる定めがある場合を除き、書面により行わなければならない。

４ この契約の履行に関して売払人と買受人の間で用いる言語は、日本語とする。

５ この契約書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。

６ この契約の履行に関して売払人と買受人の間で用いる計量単位は、仕様書等に特

別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする｡

７ この契約書における期間の定めについては、民法（明治29年法律第89号）及び商

法（明治32年法律第48号）の定めるところによるものとする｡

８ この契約は､日本国の法令に準拠するものとする｡

９ この契約に係る一切の訴訟の提起又は調停の申立てについては、大阪簡易裁判所

又は大阪地方裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。

10 買受人は、この契約を履行するに当たり、出向社員又は派遣社員を受け入れて作

業を行うときは、別記「委託役務業務に係る出向社員等の取扱特記事項」を遵守し

なければならない。

（契約の保証）

第２条 買受人は、この契約の締結と同時に、契約金額の100分の５以上の額の契約

保証金を納付しなければならない。ただし、契約保証金の納付は、次に掲げる担保

の提供をもって代えることができる。

(1) 国債又は地方債。この場合において提供される担保の価値は、額面金額又は登

録金額による。

(2) 政府の保証のある債券又は銀行、株式会社商工組合中央金庫、農林中央金庫若

しくは全国を地区とする信用金庫連合会の発行する債券。この場合において提供

される担保の価値は、額面金額又は登録金額（発行価格が額面金額又は登録金額

と異なるときは、発行価格）の８割に相当する金額による。

(3) 銀行又は売払人が確実と認める金融機関（出資の受入れ、預り金及び金利等の

取締りに関する法律（昭和29年法律第195号）第３条に規定する金融機関（銀行

を除く ）をいう。以下この項において同じ ）が振り出し、又は支払保証をした。 。

小切手。この場合において提供される担保の価値は、小切手金額による。

(4) 銀行又は売払人が確実と認める金融機関が引き受け、又は保証若しくは裏書を

した手形。この場合において提供される担保の価値は、手形金額による。

(5) 銀行又は売払人が確実と認める金融機関に対する定期預金債権。この場合にお

いて提供される担保の価値は、当該債権の証書に記載された債権金額による。

(6) 銀行又は売払人が確実と認める金融機関の保証。この場合において提供される

担保の価値は、保証書に記載された保証金額による。



２ 前項の規定にかかわらず 次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の、

全部又は一部の納付を免除する。

(1) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約

の締結

(2) 大阪府財務規則（昭和55年大阪府規則第48号）第68条第３号に該当する場合に

おける買受人からの契約保証金免除申請

(3) 大阪府財務規則（昭和55年大阪府規則第48号）第68条第５号の規定に基づき、

契約金額が即納されるとき

（4） 大阪府財務規則（昭和55年大阪府規則第48号）第68条第６号の規定に基づき、

売払人が契約保証金の免除を認めたとき

３ 前項第１号の場合においては、買受人は、履行保証保険契約の締結後、直ちにそ

の保険証券を売払人に寄託しなければならない｡

４ 契約金額の変更があった場合においては、契約保証金の額が変更後の契約金額の

100分の５に相当する額に達するまで、売払人は、契約保証金の増額を請求するこ

とができ、買受人は、契約保証金の減額を請求することができる。

（権利義務の譲渡等の禁止）

第３条 買受人は、この契約により生じる一切の権利又は義務を第三者に譲渡し、承

継させ、又は担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ売払人の承認を

得た場合にあっては、この限りではない。

（再委託等の禁止及び誓約書の提出）

第４条 買受人は、この契約の履行について、作業の全部を第三者に委任し、又は請

け負わせてはならない。ただし、買受人が委任し、又は請け負わせようとする受任

者又は下請負人の名称その他売払人が必要とする事項を書面をもって売払人に通知

し、売払人の承諾を得て作業の一部を委任し、又は請け負わせるときは、この限り

ではない。

２ 買受人が前項ただし書の規定により、作業の一部を委任し、又は請け負わせると

きは、次の各号のとおりとする。

(1) 買受人は、次のいずれかに該当するものを受任者又は下請負人としてはならない。

ア 入札参加停止措置を受けている者（ただし、民事再生法（平成11年法律第225

号）の規定による再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成14年法律第154

号）の規定による更生手続開始の申立てをしたことにより入札参加停止の措置

を受けたものを除く ）。

イ 大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に

（ 。 「 」 。）関する規則 令和２年大阪府規則第61号 以下 暴力団排除措置規則 という

第３条第１項に規定する入札参加除外者（以下「入札参加除外者」という ）。

ウ 暴力団排除措置規則第９条第１項に規定する誓約書違反（以下「誓約書違反

者」という ）。

エ 第20条第２項第12号に掲げるアからエのいずれかに該当する者



、 。(2) 買受人は 受任者又は下請負人の行為のすべてについて責任を負うものとする

、 、３ この契約の履行において 作業の一部を再委託することができる範囲については

仕様書で定める。

４ 買受人は、受任者又は下請負人それぞれから暴力団排除措置規則第８条に規定す

る誓約書を徴取し、売払人に提出しなければならない。

５ 売払人は、買受人が入札参加除外者、誓約書違反者又は第20条第２項第12号に掲

げるアからエのいずれかに該当する者を受任者又は下請負人とし、又は大阪府暴力

団排除条例（平成22年大阪府条例第58号）第10条第２号に規定する者と契約を締結

していると認められる場合は、買受人に対して、当該契約の解除を求めることがで

きる。当該契約の解除を行った場合における一切の責任は、買受人が負うものとする。

（法令上の責任）

第５条 買受人は、仕様書で定める作業責任者等の使用者として、労働基準法（昭和

22年法律第49号 、労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号 、職業安定法（昭） ）

和22年法律第141号 、最低賃金法（昭和34年法律第137号）その他関係法令を遵守）

するとともに、これら法令上の一切の責任を負い、かつ、責任をもって労務管理を

行うものとする。

２ 買受人は、事業主として、作業の履行に伴い発生した財産上、法令上のすべての

問題について責任を負うものとする。

（個人情報の保護）

第６条 買受人は、個人情報の保護の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法律

（平成15年法律第57号）及び大阪府個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４

年10月31日条例第60号）その他法令に定めるもののほか、作業の履行に伴う個人情

報の取り扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならな

い。

（秘密の保持及び資料等転用の禁止等）

第７条 買受人は、作業を行う上で知り得た業務上の秘密を他人に漏らし、又は他の

目的に利用してはならない。

２ 前項の規定は、作業責任者等にも適用するものとする。

、 、 、 。３ 前２項の規定は この契約が終了し 又は解除された後においても 同様とする

４ 買受人は、売払人が提供する一切のデータ、プログラム、資料等を本作業以外の

用に供し、又は複製してはならない。

（作業責任者等に関する措置請求）

第８条 売払人は、買受人が作業に着手した後に買受人の作業責任者等が作業の履行

について著しく不適当であると認められる場合は、その理由を示し、買受人に必要

な措置をとるべきことを求めることができる。



（売払代金の納付等）

第９条 売払人は、契約が締結した後、買受人に対して契約金額を記載した納入通知

書を送付しなければならない。

２ 買受人は、前項の納入通知書を受理したときは、支払期限までに契約金額を納付

しなければならない。

３ 買受人は、自己の責めに帰すべき事由により、前項の規定による契約金額の支払

いが遅れたときは、当該未支払金額につき、遅延日数に応じ、年３パーセントの割

合で計算して得た額の遅延利息を売払人に支払わなければならない。

（契約金額の変更等）

第10条 一般的な経済情勢の変動に基づく物価等の変動により買受人が負担する経費

に増減が生じた場合であっても、契約金額又は仕様書は変更しないものとする。

（臨機の措置等）

第11条 買受人は、作業の履行に当たって事故が発生したとき、又は事故が発生する

おそれのあるときは、売払人の指示を受け、又は売払人買受人協議の上、臨機の措

置をとらなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、買受人

の判断によって臨機の措置をとらなければならない。

２ 前項の場合において、買受人は、そのとった措置の内容について、遅滞なく売払

人に報告しなければならない。

３ 売払人は、事故防止その他作業上特に必要があると認めたときは、買受人に対し

て臨機の措置をとることを請求することができるものとする。

４ 買受人が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措

置に要した費用については、買受人がこれを負担するものとする。

（買受人の施設内への立入）

第12条 売払人は、この契約の履行検査及び適切な履行を確保するための必要な調査

において定期及び随時に買受人の管理する施設内に立ち入ることができるものとする。

（経費の負担）

第13条 買受人が作業の履行に当たり、必要となる経費については、仕様書に定めが

ない限り買受人が負担するものとする。

（事故発生時の報告）

第14条 買受人は、作業の履行に関し、事故その他契約の履行を行い難い事由が生じ

たときは直ちに売払人に報告し、その指示に従うものとする。

（履行の検査）

第15条 買受人は、作業の履行が終了したときは、遅滞なく、仕様書で定める作業

了届を提出し、確認を受けた上で、実地による履行の検査を受けなければならな完



い。

２ 売払人は、前項の作業完了届を受理したときは、その日から起算して10日以内に

作業完了届等を確認の上、実地による履行検査を完了しなければならない。

３ 買受人は、前項の履行検査に合格しないときは、売払人の指示に従い、直ちに必

要な補完作業を行うものとし、当該補完作業が完了したときは、その旨を売払人に

通知しなければならない。この場合においては、補完作業の完了通知を作業完了届

の提出とみなして前項の規定を適用する。

（所有権の移転）

第16条 前条第２項の履行検査の合格後、買受人から売払人への個人情報関連物件の

引渡しをもって、売却物件の所有権が買受人に移転するものとする。

（損害賠償）

第17条 買受人は、作業の履行に当たり、この契約及びこの契約に基づく売払人の指

示に違反して売払人又は第三者に損害を与えた場合は、売払人の責めに帰すべき事

由による場合を除き、その損害を賠償しなければならない。

２ 売払人は、買受人が債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能

であるときは、これによって生じた損害の賠償を買受人に対し請求することができ

る。ただし、その債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして買受人

の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。

（履行遅滞）

第18条 買受人は、作業の履行が買受人の責めに帰すべき事由により、遅滞したとき

は、当該作業に係る契約金額（履行が可分の契約であるときは、履行遅滞となった

部分の契約金額）につき、遅延日数に応じ、年３パーセントの割合で計算して得た

額の遅滞料を売払人に支払わなければならない。

（売払人の任意解除権）

第19条 売払人は、次条又は第20条の２の規定に該当するもののほか、必要があると

きは、この契約を解除することができる。

（売払人の解除権）

第20条 売払人は、買受人が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定

めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約の全部又は一

部を解除することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行

、 。がその契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは この限りではない

(1) 正当な理由なくこの契約の全部又は一部を履行しないとき。

(2) 買受人の責めに帰する理由により契約期間内に作業を完了しないとき、又は完

了する見込みがないと明らかに認められるとき。

(3) 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。



２ 売払人は、買受人が次の各号のいずれかに該当するときは、前項の催告をするこ

となく、直ちにこの契約を解除することができる。

(1) 第３条の規定に違反して、本契約から生じる権利を譲渡したとき。

(2) 買受人の債務の全部の履行が不能であるとき。

(3) 買受人がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

(4) 買受人が債務の一部の履行が不能である場合又は買受人がその債務の一部の履

行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約を

した目的を達することができないとき。

(5) 契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行

をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、買受人が履

行をしないでその時期を経過したとき。

(6) 前各号に掲げる場合のほか、買受人がその債務の履行をせず、売払人が前項の

催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないこと

が明らかであるとき。

(7) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ ）又は暴。

力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下この条において同じ ）が経営に実質的に関与していると。

認められる者に本契約から生じる権利を譲渡したとき。

(8) この契約の締結又は履行に当たり不正な行為をしたとき。

(9) 故意又は過失により売払人に重大な損害を与えたとき。

(10) 第22条の規定によらないで買受人からこの契約の解除の申し入れがあったとき。

(11) 第４条第５項の規定により、売払人から委任又は下請契約の解除を求められた

場合において、買受人がこの求めに応じなかったとき。

(12) 買受人が次のいずれかに該当するとき。

ア 役員等（買受人が個人である場合にはその者を、買受人が法人である場合に

はその法人の役員又はその支店若しくは営業所（常時業務の契約を締結する事

務所をいう ）を代表する者をいう ）又は経営に事実上参加している者が暴力。 。

団員であると認められるとき。

イ 役員等又は経営に事実上参加している者が、自己若しくは第三者の利益を図

り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用するなどした

と認められるとき。

ウ 役員又は経営に事実上参加している者が、暴力団の威力を利用する目的で、

又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対して、金品

その他の財産上の利益又は役務の供与（以下「利益の供与」という。）をした

と認められるとき。そのほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助

長し、又は暴力団の運営に資することとなる相当の対償のない利益の供与をし

たと認められるとき。

エ 役員又は経営に事実上参加している者が、暴力団又は暴力団員と社会的に非

難されるべき関係を有していると認められるとき。



オ アからエのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方と

して、第４条第１項の規定により第三者に委任し、又は請け負わせようとする

ときの契約又は資材、原材料の購入契約その他契約を締結したと認められるとき。

３ 次に掲げる場合には、売払人は、第１項の催告をすることなく、直ちに契約の一

部の解除をすることができる。

(1) 債務の一部の履行が不能であるとき。

(2) 買受人がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

第20条の２ 売払人は、この契約に関し、買受人が次の各号のいずれかに該当すると

きは、直ちにこの契約を解除することができる。

(1) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下

「独占禁止法」という ）第８条の４第１項の規定による必要な措置を命ぜられ。

たとき。

(2) 独占禁止法第７条第１項若しくは第２項（同法第８条の２第２項及び第20条第

２項において準用する場合を含む 、第８条の２第１項若しくは同条第３項、同。）

法第17条の２又は同法第20条第１項の規定による排除措置命令（以下「排除措置

命令」という ）を受けたとき。。

(3) 独占禁止法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場

合を含む 及び同法第７条の９第１項の規定による課徴金の納付命令 以下 納。） （ 「

付命令」という ）を受けたとき、又は同法第７条の２第１項の規定により課徴。

金を納付すべき事業者が、同法第７条の４第１項の規定により納付命令を受けな

かったとき。

(4) 刑法（明治40年法律第45号）第96条の６若しくは第198条又は独占禁止法第３

条の規定による刑の容疑により刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第247条の規

定に基づく公訴を提起されたとき（買受人の役員又はその使用人が当該公訴を提

起されたときを含む 。。）

(5) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項第２号に該当す

ると認められたとき。

(6) 公租公課若しくは大阪府の債権を滞納し督促を受けても滞納金の支払いがなさ

れないとき、滞納処分を受けたとき、民事訴訟法上の強制執行を受けたとき、任

意整理の申請がされたとき又はその他買受人の信用状態が著しく悪化し若しくは

その恐れが大きいと売払人が認めるべき相当の理由があるとき。

(7) 第４条の規定に違反したとき。

（売払人の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第21条 第20条又は前条に定める場合が売払人の責めに帰すべき事由によるもので

あるときは、売払人は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。

（買受人の解除権）

第22条 買受人は、売払人がこの契約に違反し、それにより作業を完了することが



不可能となったときは、書面をもって売払人に通告することによって、この契約

を解除することができる。だたし、買受人の責めに帰すべき事由によるものであ

るときは、この限りでない。

（契約が解除された場合等の違約金）

、 、 、第23条 次の各号のいずれかに該当する場合においては 買受人は 違約金として

契約金額の100分の５に相当する額を、売払人の指定する日までに、売払人に支払

わなければならない。

(1) 第20条の規定によりこの契約が解除された場合

(2) 買受人がその債務の履行を拒否し、又は、買受人の責めに帰すべき事由によ

って買受人の債務について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合と

みなす。

(1) 買受人について破産手続開始の決定があった場合において、破産法(平成16年

法律第75号)の規定により選任された破産管財人

(2) 買受人について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法(平成11

年法律第154号)の規定により選任された管財人

(3) 買受人について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法(平成11

年法律第225号)の規定により選任された再生債務者等

３ 第１項の場合において、第２条第１項の規定により、契約保証金の納付又はこれ

に代わる担保の提供が行われているときは、売払人は、当該契約保証金又は担保を

もって違約金に充当することができる。

４ 第１項及び前項の規定による違約金の支払いは、別に損害賠償の請求を妨げるも

のではない。

５ 第１項（第２項の規定により第１項第２号に該当する場合とみなされる場合を除

く ）又は前項に定める場合が、この契約及び取引上の社会通念に照らして買受人。

の責めに帰することができない事由によるものであるときは、第１項及び前項の規

定は適用しない。

６ 買受人は、この契約により、売払人に支払うべき債務が生じた場合において、そ

の債務額を売払人の指定する期限内に納付しないときは、指定期限日の翌日から納

付の日までの日数に応じ債務額に対して年３パーセントの割合で算出した金額を遅

滞料として併せて売払人に納付しなければならない。

（賠償額の予定等）

第24条 買受人は、この契約に関し、次の各号のいずれかに該当するときは、賠償金

として契約金額の100分の20に相当する額を売払人の指定する期間内に支払わなけ

ればならない。この場合において、売払人がこの契約を解除するか否かを問わず、

作業が完了した後も同様とする。

(1) 買受人に違反行為があったとして公正取引委員会が行った排除措置命令が確定

したとき。



(2) 買受人に違反行為があったとして公正取引委員会が行った納付命令が確定した

とき、又は独占禁止法第７条の２第１項の規定により課徴金を納付すべき事業者

が、同法第７条の４第１項の規定により納付命令を受けなかったとき。

(3) 第20条の２第４号に規定する刑が確定したとき。

(4) 第20条の２第５号に該当したとき。

２ 買受人が第４条第１項の規定に違反し、作業の全部を第三者に委任し、又は請け

負わせたときは、買受人は、契約金額の総額の100分の10に相当する額を売払人が

指定する期間内に支払わなければならない。前項後段の規定は、この場合について

準用する。

３ 前２項の場合において、売払人に生じた実際の損害額が前２項に規定する賠償額

を超えるときは、買受人は、超過額を売払人の指定する期間内に支払わなければな

らない。

（相殺）

第25条 売払人は、買受人に対して有する金銭債権があるときは、買受人が売払人に

対して有する保証金返還請求権、契約代金請求権及びその他の債権と相殺すること

ができる。

２ 前項の場合において、相殺して、なお不足があるときは、買受人は、売払人の指

定する期間内に当該不足額を支払わなければならない。

（紛争の処理）

第26条 買受人は、この契約に関し、第三者との間に売払人の責めに帰さない紛争が

生じたときは、買受人の責任と負担においてその一切の処理をするものとする。

（疑義等の決定）

第27条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、売払

人買受人が協議の上、これを定めるものとする。



（別 記）

特 記 仕 様 書

Ⅰ 妨害又は不当要求に対する報告義務

(1) 買受人は、契約の履行に当たって、大阪府公共工事等不当介入対応要領の定めると

ころにより、暴力団員及び暴力団密接関係者等から社会通念上不当な要求又は契約の

適正な履行を妨げる行為（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、断固として

これを拒否するとともに、大阪府及び管轄警察署への報告を行わなければならない。

(2) 報告は、不当介入報告書により、速やかに、大阪府及び管轄警察署の行政対象暴力

対策担当者に行うものとする。ただし、急を要し、当該不当介入報告書を提出できな

いときは、口頭により報告することができる。この場合は、後日、不当介入報告書を

各々提出するものとする。

(3) 買受人は、下請負人等が暴力団員及び暴力団密接関係者等から不当介入を受けた場

合は、速やかに報告を行うよう当該下請負人等に指導しなければならない。

(4) 報告を怠った場合は、大阪府暴力団排除条例（平成22年大阪府条例第58号）に基づ

く公表又は入札参加停止を措置することがある。

Ⅱ 個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

第１ 買受人は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっ

ては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなけ

ればならない。

（責任体制の整備）

第２ 買受人は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体

制を維持しなければならない。

（作業責任者の届出）

第３ 買受人は、個人情報の取扱いに係る作業責任者を定め、書面により売払人に報告し

なければならない。

２ 買受人は、作業責任者を変更した場合は、速やかに書面により売払人に報告しなけれ

ばならない。

３ 作業責任者は、特記仕様書に定める事項を適切に実施するよう作業従事者を指導監督

しなければならない。



（秘密の保持）

第４ 買受人は、この契約による事務に関して知り得た情報を他人に漏らし、又は他の目

的に利用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。

（教育の実施）

第５ 買受人は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記仕様書に

おける作業従事者が遵守すべき事項その他本作業の適切な履行に必要な教育及び研修

を、作業従事者全員に対して実施しなければならない。

（再委託）

第６ 買受人は、売払人の承諾がある場合を除き、この契約による事務の全部又は一部を

第三者（買受人の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第３号に規定する子会

社をいう ）を含む ）に委託してはならない。なお、再委託先が再々委託を行う場合。 。

以降も同様とする。

２ 売払人は、前項の承諾をするに当たっては、少なくとも、別に定める条件を付するも

のとする。

（派遣労働者等の利用時の措置）

第７ 買受人は、本作業を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる

、 。場合は 正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない

２ 買受人は、売払人に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について

責任を負うものとする。

（個人情報の適正管理）

第８ 買受人は、この契約による事務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は毀損

の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。な

お、講じるべき措置における留意すべき点は次のとおり。

（１） 個人情報の利用者、作業場所及び保管場所の限定及びその状況の台帳等への記録

（２） 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理の可能な保管室での個人情報の

保管

（ ） （ 、 、 、３ 個人情報を取扱う場所の特定及び当該場所における名札 氏名 会社名 所属名

役職等を記したもの）の着用

（４） 定められた場所からの個人情報の持ち出し禁止

（５） 個人情報を電子データで持ち出す場合の、電子データの暗号化処理等の保護措置

（６） 個人情報を移送する場合の、移送時の体制の明確化

（７） 個人情報を電子データで保管する場合の、当該データが記録された媒体及びその

バックアップの保管状況にかかる確認及び点検

（８） 私用パソコン、私用外部記録媒体その他の私用物を持ち込んでの個人情報を扱う

作業の禁止



（９） 個人情報を利用する作業を行うパソコンへの業務に関係のないアプリケーション

のインストールの禁止

（10） その他、作業の内容に応じて、個人情報保護のために必要な措置

（11） 上記項目の作業従事者への周知

（取得の制限）

第９ 買受人は、この契約による事務を行うために個人情報を取得するときは、事務の目

的を達成するために必要な範囲で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。

（目的外利用・提供の禁止）

第10 買受人は、売払人の指示がある場合を除き、この契約による事務に関して知り得た

個人情報を契約の目的以外の目的のために利用し、又は売払人の承諾なしに第三者に提

供してはならない。

（複写、複製の禁止）

第11 買受人は、売払人の承諾がある場合を除き、この契約による事務を行うために売払

人から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。

（資料等の返還等）

第12 買受人は、この契約による事務を処理するために、売払人から提供を受け、又は買

受人自らが収集し、若しくは作成した「個人情報が記録された資料等」を、この契約完

了後直ちに売払人に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、売払人が別に指示した

ときは当該方法によるものとする。

（廃棄）

第13 買受人は、この契約による事務に関して知り得た個人情報について、保有する必要

がなくなったときは、確実かつ速やかに廃棄し、又は消去しなければならない。

（調査及び報告）

第14 売払人は、買受人が契約による事務の執行に当たり取り扱っている個人情報の管理

状況について、定期に及び必要に応じ随時に調査することができる。

、 、 、 。２ 買受人は 売払人の求めに応じて 前項の状況について 報告をしなければならない

（指導監督）

第15 売払人は、第14による調査・報告の結果、買受人の管理状況が不適切であった場合

には、改善を求めるなど、必要に応じて指導監督するものとする。

（事故発生時における報告）

第16 買受人は、この契約に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知った

ときは、速やかに売払人に報告し、売払人の指示に従うものとする。



（契約の解除）

第17 売払人は、買受人が本特記事項に定める義務を果たさない場合は、この契約による

業務の全部又は一部を解除することができるものとする。

（損害賠償）

第18 買受人は、本特記事項に定める義務に違反し、又は怠ったことにより売払人又は第

、 。三者が損害を被った場合には 売払人又は第三者にその損害を賠償しなければならない

第６第２項関係 売払人が再委託を承諾する場合に付する条件

（１）買受人は、業務の一部を再委託する場合は、再委託先の名称、再委託する理由、

再委託して処理する内容、再委託先において取り扱う情報、再委託先における安全

性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督の方法を明確に

しなければならない。

（２ （１）の場合、買受人は、再委託先に本契約に基づく一切の義務を順守させると）

ともに、売払人に対して、再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負う

ものとする。

（３）買受人は、再委託先に対して本作業の一部を委託した場合は、その履行状況を管

理・監督するとともに、売払人の求めに応じて、管理・監督の状況を報告しなけれ

ばならない。

（４ （３）の場合、買受人は、売払人自らが再委託に対して再委託された作業の履行）

状況を管理・監督することについて、再委託先にあらかじめ承諾させなければなら

ない。

（注）再委託先が再々委託を行う場合以降についても、同様の条件を付すること。

第８（１）関係 個人情報管理台帳（例）

項目 内容

受託業務名

受領年月日

大阪府庁担当部局・担当者名

個人情報が記録されている媒体・数量 （例）紙○○枚、光ディスク○○枚

主たる個人情報の種別 （例）申請者の氏名・住所・電話番号

個人情報の保管場所 （例）○○室内鍵つきロッカー

管理責任者名

作業従事者名・所属部署

作業場所

作業場所からの持ち出しの有無 （ 有」の場合、持出管理簿等を別途作成）「

複写の有無 （ 有」の場合、複写管理簿等を別途作成）「

廃棄・返却年月日

備考



（４－４）

仕 様 書

１ 件名

府帰属物件の売買契約（第五ブロック）

２ 契約の目的

本契約は、府帰属物件の売買契約であるが、売却物件と売買に付さない個人情報関

連物件も含めて買受人が回収の上、当該買受人の保管場所等において売却物件と個人

情報関連物件に仕分け、管理し、個人情報関連物件のみを売払人に引き渡すものとする。

３ 売却物件等点数

売 却 物 件 ４１，１１６点
合計 ５０，９７５点

個人情報関連物件 ９，８５９点

※ 別添１「売却物件等一覧表」のとおり。

４ 契約期間

契約締結日から令和９年２月19日までの間

５ 回収場所

堺警察署ほか１４警察署

※ 別添２「警察署一覧表」のとおり。

６ 履行体制の確保

(1) 作業計画書

（ 「 」 。）各警察署会計課への売却物件及び個人情報関連物件 以下 売却物件等 という

の回収日時のほか、回収に使用する車両規格や停車場所を調整するなど、本仕様書

に基づき、仕分等に係る作業計画書（別記様式第１号）を作成すること。

(2) 作業責任者等の届出

ア 作業責任者の選定

作業責任者は、作業全体を把握し、作業従事員を指導監督するほか、不測の事態

にも対処できるよう、運用体制を確立しておくこと。また、作業副責任者は作業

責任者を補助し、本作業における円滑な履行の確保に務めるもの。

なお、作業責任者及び作業副責任者の選定にあっては、会社の代表者若しくは

代表者が指定する正社員とする。

イ 作業従事員の選定

本作業の円滑な履行を確保するために、選定された作業従事員が専従して行うこと。

なお、作業従事員には、個人情報関連物件の種類及び選別方法等を事前に周知

しておくこと。

ウ 作業責任者等の届出及び変更

買受人は、作業責任者、作業副責任者及び作業従事員（以下「作業責任者等」

という。）を選定した上で、「作業責任者等届」（別記様式第２号）を作成すること。

また、作業責任者等を変更しようとする場合は、事前に変更の旨を口頭で連絡

、 「 」（ ） 。するとともに 速やかに 作業責任者等届 別記様式第２号 を提出すること



(3) 保管場所等の確保

ア 保管場所及び仕分場所の確保

売却物件等の保管場所及び仕分場所（以下「保管場所等」という ）にあって。

は、施錠設備を有しているとともに、防犯カメラ（画素数が200万画素以上かつH

DDの容量が２TB以上の機能を有するもの ）をそれぞれ適正に設置すること。ま。

た、保管場所にあっては最大２箇所までとし、原則、保管場所と仕分場所はそれ

ぞれ相違する場所を確保すること。また、保管場所については原則大阪府内とす

ること。

なお、これに拠り難い場合は、売払人と協議して決定すること。

イ 個人情報関連物件の管理

保管場所で管理する個人情報関連物件にあっては、鍵のかかる保管庫等で管理

するとともに、鍵の管理は作業責任者又は作業副責任者が管理すること。

ウ 保管場所等の図面等の提出

前記アにより保管場所等を確保した場合は、図面等を提出すること。

(4) 書類の提出

買受人は、契約締結から７日以内に、前記(1)から(3)に定める書類を売払人に

提出し、承認を得なければならない。

(5) 履行体制の確認

前記(4)の承認後、保管場所等にあっては、売却物件等の回収開始時期までに、

売払人の実地による確認を受けること。

(6) 再委託することができる範囲

、 。本契約で定める再委託の範囲については 売却物件等の回収にかかる作業とする

なお、再委託については、買受人が委任し、又は請け負わせようとする受任者又

は下請負人の名称その他売払人が必要とする事項を書面をもって売払人に通知し、

売払人の承認を得なければならない。

７ 売却物件等の回収の時期

本契約における売却物件等の回収については、売払人による前記６(4)の承認及び

前記６(5)の確認後のほか、売払人から送付された納入通知書により売払代金を納付し、

その領収書の写しを売払人に送付の上、売払人による納付確認後でなければ、回収を

開始できない。

８ 作業内容

(1) 売却物件等の回収

ア 前記６(4)により売払人の承認を得た作業計画書に基づき、各警察署から売却

物件等を回収すること。

なお、回収日については、平日（土・日曜日及び祝日を除く。）午前９時３０分

から午後５時００分（午後０時００分から午後１時００分を除く ）とする。。

イ 各警察署への回収については、作業計画に基づき速やかに完了すること。

なお、１警察署の回収にあっては、当日中に終了すること。

ウ 売却物件等の回収に際して、警察署会計課員から、売却物件等の引渡し時に交付

される「引渡書」（別記様式第３号）に基づき売却物件等を回収するとともに、

売却物件等以外の誤回収や回収漏れを防止すること。

エ 搬送用車両への売却物件等の積み込み完了後 「受領書 （別記様式第３号）を、 」

警察署会計課員に交付すること。



なお、紛失防止のため、搬送用車両については、平ボディタイプ（屋根がなく

安全柵のみの荷台）以外の車両を使用すること。

オ 搬送用車両から売却物件等を荷下ろしする際は、下ろし漏れの防止に努めると

ともに、前記６(3)アによる保管場所及び保管庫等で管理すること。

カ 売却物件等の回収に要する費用については、買受人の負担とする。

キ 売却物件等の回収について、再委託が承諾された場合であっても、不測の事態

に備えるため、作業責任者又は作業副責任者を同行又は立ち会わせること。

ク 搬送時は関係法令を遵守するとともに、紛失防止に努めること。

(2) 売却物件等の管理及び仕分

ア 回収後の売却物件等及び仕分後の個人情報関連物件にあっては、各警察署毎に

管理すること。

なお、仕分後の売却物件にあっては、分類ごとにまとめて管理することができ

る。

イ 売却物件等の仕分にあっては、必ず仕分場所で作業することとし、保管場所と

仕分場所を混在させないこと。

ウ 仕分にあっては、保管場所から仕分場所に移動させた上、作業責任者又は作業

副責任者の管理下において作業すること。

、 （ 「 」エ 仕分方法は 売却物件と個人情報関連物件 別添３ 個人情報関連物件一覧表

を参照）に仕分けること。

オ 売却物件と個人情報関連物件は区分して作業すること。

カ 就業時間内に仕分が完了しなかった売却物件等は、そのまま仕分場所に放置す

ることなく、前記６(3)アによる保管場所及び保管庫等で管理すること。

なお、仕分が完了した売却物件等についても、売払人による履行の検査を終え

るまでは、同様に管理すること。

キ 仕分完了後は、作業責任者又は作業副責任者が必ず最終確認を実施すること。

ク 仕分時において、汚損や破損等損傷が著しい物件を発見した場合や、個人情報

の記載がない紙類などを廃棄する場合は、別途売払人と協議するものとする。

ケ 売却物件等の仕分及び管理に要する費用については、買受人の負担とする。

９ 売払人の指示等

(1) 作業改善の指示

売払人は作業責任者等が作業を履行するために必要な適格性を欠くと認める場合

は、買受人に対して改善するよう指示することができる。

(2) 報告、関係書類の閲覧等

買受人は、売払人から作業の履行に関する報告、関係書類の閲覧及び必要な資料

の提出を求められた場合は、速やかに応じなければならない。

(3) ごみの処理

本作業の履行に伴って排出されたごみ処理については、買受人が自ら行うか、

買受人の負担において専門業者との間で委託契約等を行うこと。

(4) 随時検査

履行開始後において、本契約どおり履行しているか随時検査を受けなければなら

ない。

なお、日程については、売払人と協議すること。

(5) 履行検査

前記８(2)の仕分完了後、後記11(2)の作業完了届等を売払人に提出し、確認を



受けた上で、本契約どおり履行しているか実地による履行検査を受けなければなら

ない。

なお、履行検査合格後、売払人により個人情報関連物件を回収する。

(6) 臨時調査

買受人は、作業状況について、売払人から調査を指示された場合は、速やかに調査

を実施するとともに、書面により報告しなければならない。また、前記６(3)アに

より設置している防犯カメラの映像について、提出を求められた場合は保存データ

を提出すること。提出に必要な費用については、買受人の負担とする。

10 買受人の義務

(1) 法令等の遵守

買受人は、法令、条例、規則、その他本作業の履行に必要な規定を遵守し、誠実

に職務を遂行しなければならない。

(2) 善管注意義務

買受人は、売却物件等について、不適切な管理により、き損、損壊、亡失等が生

じないように、善良な管理者の注意義務をもって適切に取り扱うこと。

(3) 情報の持出の禁止

作業従事者は、本作業の履行に関して売払人から提供を受けた個人情報を、売払

人の許可を受けることなく、むやみに保管場所の外に持ち出さないこと。

11 作業完了報告書等の提出

(1) 作業日報の作成

買受人は、作業を履行した日毎に、警察署名や仕分けた件数等の作業内容につい

て 「作業日報 （別記様式第４号）を作成すること。、 」

(2) 作業完了届等の提出

買受人は、保管場所で管理する売却物件等の仕分作業が終了したときは 「作業、

完了届 （別記様式第５号）に前記(1)の作業日報を添付し、速やかに売払人に提出」

すること。

なお、作業完了届の提出回数にあっては、保管場所が１箇所の場合は、最大２回

までとし、保管場所が２箇所の場合は、それぞれ１回までとする。また、売払人に

提出後は、確認を受けた上で、実地による履行の検査を受けなければならない。

12 その他

本仕様書に定める事項については、買受人がその責任において履行するものとし、

本作業により発生する事故等についての一切の責任は買受人に帰するものとする。

以 上



別添１－１

物品点数
指輪 12
ネックレス 5
その他貴金属類（イヤリング等） 29
時計類（腕時計・置時計等） 26
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 45
電気製品類付属品（充電器・コード等） 58
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 192
電子たばこ 246
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 38
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 64
財布 46
小銭入れ 96
カードケース類（名刺入れ等） 50
めがね 44
サングラス 14
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 169
かさ 212
文具・手帳類 107
書籍類 12
その他著作品類（CD・DVD等） 1
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 87
医療（絆創膏等）・化粧品類 115
生活用品類（雑貨等） 590
袋・封筒類（エコバッグ等） 124
鍵 317
紙類 226
食料品類 57
ＩＣＯＣＡ 78
Ｓｕｉｃａ 4
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 136

3,200
2
9

21
2

33
306
792

2
4

1,171
4,371

２ 全物品の合計立米（概算） 3 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

合計

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

小計（個人情報関連物件）

売却物件等一覧表（堺警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計

売却額 15,680¥         30,050¥         36,000¥         30,000¥         111,730¥     

売却点数 986 741 856 1,048 3,631

売却額 41,100¥         101,000¥       36,880¥         185,880¥       364,860¥     

売却点数 1,080 1,135 751 955 3,921

売却額 163,580¥       41,000¥         100,000¥       41,100¥         345,680¥     

売却点数 909 1,168 1,089 1,007 4,173

売却額 126,000¥       60,010¥         81,111¥         80,000¥         347,121¥     

売却点数 1,266 1,358 1,240 1,384 5,248

売却額 111,000¥     66,000¥       160,500¥     46,000¥       383,500¥     

売却点数 1,491 1,705 1,379 1,782 6,357

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計

売却額 3,410¥           78,790¥         28,020¥         29,510¥         139,730¥     

売却点数 2 5 24 24 55

売却額 55,190¥         19,560¥         20¥               65,000¥         139,770¥     

売却点数 13 13 1 4 31

売却額 41,930¥         101,500¥       83,130¥         75,520¥         302,080¥     

売却点数 6 5 6 4 21

売却額 38,230¥         18,000¥         86,111¥         15,500¥         157,841¥     

売却点数 4 1 4 3 12

売却額 29,650¥         3,000¥           5,000¥           59,000¥         96,650¥       

売却点数 2 1 1 3 7

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。

４ 過去実績等
（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和元年度

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和2年度

令和3年度

令和4年度



別添１－１

物品点数
指輪 16
ネックレス 6
その他貴金属類（イヤリング等） 32
時計類（腕時計・置時計等） 18
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 8
電気製品類付属品（充電器・コード等） 45
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 55
電子たばこ 43
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 33
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 65
財布 24
小銭入れ 71
カードケース類（名刺入れ等） 21
めがね 41
サングラス 9
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 190
かさ 132
文具・手帳類 57
書籍類 13
その他著作品類（CD・DVD等） 1
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 70
医療（絆創膏等）・化粧品類 85
生活用品類（雑貨等） 489
袋・封筒類（エコバッグ等） 150
鍵 196
紙類 104
食料品類 21
ＩＣＯＣＡ 19
Ｓｕｉｃａ 0
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 93

2,107
2
5

19
1

16
160
421

0
4

628
2,735

２ 全物品の合計立米（概算） 1.9 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）

売却物件等一覧表（北堺警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計

売却額 15,000¥         16,500¥         23,000¥         30,000¥         84,500¥       

売却点数 841 749 1,033 1,097 3,720

売却額 55,680¥         55,000¥         11,000¥         42,330¥         164,010¥     

売却点数 1,070 1,000 757 852 3,679

売却額 46,000¥         55,000¥         35,500¥         35,000¥         171,500¥     

売却点数 884 955 829 925 3,593

売却額 41,000¥         80,000¥         115,000¥       51,000¥         287,000¥     

売却点数 1143 1324 1447 1377 5291

売却額 71,000¥       73,500¥       72,600¥       75,000¥       292,100¥     

売却点数 1,270 1,373 1,442 1,423 5,508

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計

売却額 43670 14340 23330 90000 171,340¥     

売却点数 29 23 34 32 118

売却額 57440 46200 38200 31110 172,950¥     

売却点数 5 4 3 3 15

売却額 63600 79320 29880 7310 180,110¥     

売却点数 4 4 2 3 13

売却額 32210 4010 23610 3100 62,930¥       

売却点数 3 1 3 1 8

売却額 15,010¥         40,500¥         63,100¥         41,000¥         159,610¥     

売却点数 3 3 5 4 15

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

４ 過去実績等
（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。



別添１－１

物品点数
指輪 14
ネックレス 6
その他貴金属類（イヤリング等） 45
時計類（腕時計・置時計等） 9
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 13
電気製品類付属品（充電器・コード等） 132
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 162
電子たばこ 237
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 32
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 60
財布 20
小銭入れ 49
カードケース類（名刺入れ等） 22
めがね 50
サングラス 23
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 246
かさ 131
文具・手帳類 88
書籍類 13
その他著作品類（CD・DVD等） 1
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 160
医療（絆創膏等）・化粧品類 97
生活用品類（雑貨等） 942
袋・封筒類（エコバッグ等） 225
鍵 186
紙類 133
食料品類 104
ＩＣＯＣＡ 32
Ｓｕｉｃａ 1
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 34

3,267
1
4
7
1

15
174
370

0
4

576
3,843

２ 全物品の合計立米（概算） 2.6 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）

売却物件等一覧表（西堺警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計

売却額 81,100¥         85,660¥         50,010¥         28,000¥         244,770¥     

売却点数 1,804 1,879 1,765 1,810 7,258

売却額 31,500¥         67,100¥       68,890¥         28,660¥         196,150¥     

売却点数 1,577 1,790 1,657 1,625 6,649

売却額 230,000¥       71,110¥         71,100¥         26,580¥         398,790¥     

売却点数 1,832 1,845 1,654 1,224 6,555

売却額 72,510¥         61,890¥         56,000¥         64,000¥         254,400¥     

売却点数 1,155 1,073 1,093 1,331 4,652

売却額 60,190¥       40,000¥       171,000¥     30,500¥       301,690¥     

売却点数 1,226 1,203 1,300 1,372 5,101

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計

売却額 16550 43030 80410 610 140,600¥     

売却点数 1 6 4 2 13

売却額 9000 1000 2700 1560 14,260¥       

売却点数 1 2 2 1 6

売却額 1500 1560 65890 8580 77,530¥       

売却点数 1 1 5 1 8

売却額 -¥                -¥                72320 -¥                72,320¥       

売却点数 0 0 5 0 5

売却額 22,600¥         24,700¥         74,500¥         5,100¥           126,900¥     

売却点数 5 6 5 5 21

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等



別添１－１

物品点数
指輪 31
ネックレス 11
その他貴金属類（イヤリング等） 37
時計類（腕時計・置時計等） 10
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 2
電気製品類付属品（充電器・コード等） 47
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 246
電子たばこ 167
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 17
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 42
財布 24
小銭入れ 35
カードケース類（名刺入れ等） 20
めがね 47
サングラス 13
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 124
かさ 67
文具・手帳類 50
書籍類 7
その他著作品類（CD・DVD等） 0
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 77
医療（絆創膏等）・化粧品類 133
生活用品類（雑貨等） 474
袋・封筒類（エコバッグ等） 125
鍵 119
紙類 106
食料品類 79
ＩＣＯＣＡ 24
Ｓｕｉｃａ 0
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 93

2,227
1
6
9
2

12
132
268

0
5

435
2,662

２ 全物品の合計立米（概算） 1.8 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

売却物件等一覧表（中堺警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計

売却額

売却点数

売却額

売却点数

売却額 50,100¥         50,100¥       

売却点数 661 661

売却額 58,550¥         111,180¥       61,390¥         45,000¥         276,120¥     

売却点数 939 1,110 1,233 1,419 4,701

売却額 115,000¥     81,000¥       82,000¥       83,000¥       361,000¥     

売却点数 1,271 1,199 1,513 1,420 5,403

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計

売却額

売却点数

売却額

売却点数

売却額 -¥                -¥              

売却点数 0 0

売却額 25660 5000 -¥                3100 33,760¥       

売却点数 1 1 0 2 4

売却額 12,000¥         20¥               74,600¥         20,000¥         106,620¥     

売却点数 3 1 3 1 8

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。



別添１－１

物品点数
指輪 17
ネックレス 11
その他貴金属類（イヤリング等） 29
時計類（腕時計・置時計等） 12
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 10
電気製品類付属品（充電器・コード等） 22
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 40
電子たばこ 7
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 15
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 27
財布 17
小銭入れ 60
カードケース類（名刺入れ等） 19
めがね 22
サングラス 3
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 72
かさ 34
文具・手帳類 83
書籍類 2
その他著作品類（CD・DVD等） 0
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 44
医療（絆創膏等）・化粧品類 57
生活用品類（雑貨等） 361
袋・封筒類（エコバッグ等） 104
鍵 131
紙類 105
食料品類 71
ＩＣＯＣＡ 41
Ｓｕｉｃａ 0
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 152

1,568
0
5

11
0

11
95

359
2
0

483
2,051

２ 全物品の合計立米（概算） 1.4 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

売却物件等一覧表（南堺警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 12,600¥         36,500¥         46,500¥         15,000¥         110,600¥     

売却点数 663 555 493 519 2,230
売却額 169,980¥       36,850¥         20,000¥         31,000¥         257,830¥     

売却点数 517 592 579 599 2,287
売却額 61,000¥         42,330¥         30,030¥         33,000¥         166,360¥     

売却点数 752 1,326 715 655 3,448
売却額 35,000¥         44,000¥         16,100¥         40,000¥         135,100¥     

売却点数 663 690 829 1,784 3,966
売却額 111,100¥     20,000¥       35,500¥       26,100¥       192,700¥     

売却点数 831 743 760 2,726 5,060

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 -¥                14200 10610 29590 54,400¥       

売却点数 0 4 2 3 9
売却額 51590 28780 20210 3260 103,840¥     

売却点数 4 4 3 4 15
売却額 51480 5000 33150 16650 106,280¥     

売却点数 5 1 4 5 15
売却額 29650 14180 55130 68910 167,870¥     

売却点数 6 7 6 8 27
売却額 13,480¥         72,530¥         54,000¥         27,640¥         167,650¥     

売却点数 3 3 4 5 15

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。



別添１－１

物品点数
指輪 2
ネックレス 3
その他貴金属類（イヤリング等） 5
時計類（腕時計・置時計等） 1
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 1
電気製品類付属品（充電器・コード等） 7
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 8
電子たばこ 2
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 8
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 19
財布 4
小銭入れ 18
カードケース類（名刺入れ等） 10
めがね 3
サングラス 1
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 23
かさ 5
文具・手帳類 16
書籍類 3
その他著作品類（CD・DVD等） 0
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 32
医療（絆創膏等）・化粧品類 32
生活用品類（雑貨等） 143
袋・封筒類（エコバッグ等） 27
鍵 77
紙類 55
食料品類 4
ＩＣＯＣＡ 11
Ｓｕｉｃａ 1
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 129

650
2
3
2
1
3

33
69
1
0

114
764

２ 全物品の合計立米（概算） 0.5 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

売却物件等一覧表（高石警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 2,110¥           1,350¥           2,580¥           1,580¥           7,620¥         

売却点数 186 103 230 183 702
売却額 8,110¥           11,160¥         3,010¥           5,850¥           28,130¥       

売却点数 234 246 142 154 776
売却額 2,110¥           4,610¥           2,610¥           6,010¥           15,340¥       

売却点数 204 202 130 214 750
売却額 5,150¥           3,120¥           4,180¥           6,690¥           19,140¥       

売却点数 206 147 151 435 939
売却額 12,000¥       2,610¥         8,110¥         6,000¥         28,720¥       

売却点数 163 173 195 226 757

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 1510 2180 13080 7620 24,390¥       

売却点数 1 1 12 11 25
売却額 26750 3000 1560 -¥                31,310¥       

売却点数 8 3 1 0 12
売却額 -¥                2100 1610 12530 16,240¥       

売却点数 0 1 1 3 5
売却額 2030 -¥                12790 11020 25,840¥       

売却点数 3 0 8 10 21
売却額 -¥                21,000¥         26,050¥         48,610¥         95,660¥       

売却点数 0 1 13 4 18

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等



別添１－１

物品点数
指輪 15
ネックレス 9
その他貴金属類（イヤリング等） 31
時計類（腕時計・置時計等） 10
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 9
電気製品類付属品（充電器・コード等） 54
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 65
電子たばこ 83
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 11
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 28
財布 10
小銭入れ 30
カードケース類（名刺入れ等） 11
めがね 18
サングラス 4
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 87
かさ 51
文具・手帳類 60
書籍類 27
その他著作品類（CD・DVD等） 7
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 67
医療（絆創膏等）・化粧品類 61
生活用品類（雑貨等） 365
袋・封筒類（エコバッグ等） 123
鍵 80
紙類 115
食料品類 28
ＩＣＯＣＡ 16
Ｓｕｉｃａ 0
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 20

1,495
0
2
6
1
5

71
153

2
2

242
1,737

２ 全物品の合計立米（概算） 1.2 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

合計

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

小計（個人情報関連物件）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

売却物件等一覧表（泉大津警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 13,500¥         26,500¥         26,890¥         86,000¥         152,890¥     

売却点数 933 1,344 1,222 1,106 4,605
売却額 65,880¥         61,000¥         56,100¥         21,000¥         203,980¥     

売却点数 1,469 1,367 1,032 1,056 4,924
売却額 33,000¥         27,500¥         18,560¥         26,000¥         105,060¥     

売却点数 1,182 866 810 1,066 3,924
売却額 74,610¥         26,100¥         38,510¥         29,500¥         168,720¥     

売却点数 815 949 942 1,115 3,821
売却額 52,190¥       44,000¥       35,000¥       65,000¥       196,190¥     

売却点数 928 1,040 1,091 1,242 4,301

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 5820 20300 156090 5010 187,220¥     

売却点数 4 5 5 3 17
売却額 7260 42230 14300 16380 80,170¥       

売却点数 3 2 2 2 9
売却額 39500 11120 2700 15110 68,430¥       

売却点数 2 2 2 1 7
売却額 15390 48510 5320 14190 83,410¥       

売却点数 3 6 5 11 25
売却額 4,020¥           19,620¥         8,700¥           12,600¥         44,940¥       

売却点数 2 7 3 2 14

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。



別添１－１

物品点数
指輪 38
ネックレス 27
その他貴金属類（イヤリング等） 81
時計類（腕時計・置時計等） 7
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 14
電気製品類付属品（充電器・コード等） 54
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 55
電子たばこ 49
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 40
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 95
財布 20
小銭入れ 56
カードケース類（名刺入れ等） 42
めがね 64
サングラス 28
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 443
かさ 138
文具・手帳類 174
書籍類 10
その他著作品類（CD・DVD等） 1
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 441
医療（絆創膏等）・化粧品類 127
生活用品類（雑貨等） 1,277
袋・封筒類（エコバッグ等） 301
鍵 191
紙類 223
食料品類 150
ＩＣＯＣＡ 49
Ｓｕｉｃａ 4
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 140

4,339
2
7
5
1

14
239
435

1
2

706
5,045

２ 全物品の合計立米（概算） 3.4 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）

売却物件等一覧表（和泉警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 12,000¥         38,500¥         46,100¥         20,000¥         116,600¥     

売却点数 2,746 2,726 2,745 3,271 11,488
売却額 50,100¥         68,000¥         41,000¥         62,000¥         221,100¥     

売却点数 2,852 2,645 1,333 2,134 8,964
売却額 51,000¥         67,000¥         235,000¥       76,150¥         429,150¥     

売却点数 2,441 2,550 1,775 2,890 9,656
売却額 72,500¥         72,000¥         91,000¥         56,100¥         291,600¥     

売却点数 2,651 3,662 3,085 3,242 12,640
売却額 50,000¥       57,610¥       33,000¥       9,200¥         149,810¥     

売却点数 3,481 3,609 2,824 2,990 12,904

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 34110 34800 40300 15100 124,310¥     

売却点数 25 15 17 14 71
売却額 1000 10200 4700 9760 25,660¥       

売却点数 2 5 4 6 17
売却額 11600 4500 77600 4120 97,820¥       

売却点数 7 4 5 2 18
売却額 40610 57800 1320 80800 180,530¥     

売却点数 1 4 2 2 9
売却額 9,000¥           4,810¥           5,110¥           29,400¥         48,320¥       

売却点数 1 2 2 4 9

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。



別添１－１

物品点数
指輪 11
ネックレス 6
その他貴金属類（イヤリング等） 37
時計類（腕時計・置時計等） 9
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 18
電気製品類付属品（充電器・コード等） 64
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 108
電子たばこ 49
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 23
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 51
財布 44
小銭入れ 55
カードケース類（名刺入れ等） 11
めがね 41
サングラス 13
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 199
かさ 53
文具・手帳類 47
書籍類 4
その他著作品類（CD・DVD等） 2
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 100
医療（絆創膏等）・化粧品類 125
生活用品類（雑貨等） 582
袋・封筒類（エコバッグ等） 150
鍵 231
紙類 150
食料品類 61
ＩＣＯＣＡ 35
Ｓｕｉｃａ 0
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 63

2,342
0
6
6
1

18
133
396

3
2

565
2,907

２ 全物品の合計立米（概算） 2 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）

売却物件等一覧表（岸和田警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 25,100¥         38,000¥         27,610¥         38,000¥         128,710¥     

売却点数 1,146 1,277 1,428 1,309 5,160
売却額 46,110¥         55,000¥         35,000¥         66,000¥         202,110¥     

売却点数 1,318 1,529 1,110 1,061 5,018
売却額 110,000¥       37,000¥         38,500¥         45,000¥         230,500¥     

売却点数 778 884 847 860 3,369
売却額 128,610¥       41,000¥         26,610¥         42,000¥         238,220¥     

売却点数 879 1,032 1,337 1,292 4,540
売却額 26,000¥       32,000¥       74,000¥       42,000¥       174,000¥     

売却点数 1,159 1,151 1,376 1,412 5,098

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 42810 33170 12140 8500 96,620¥       

売却点数 14 4 3 114 135
売却額 18350 -¥                10360 35000 63,710¥       

売却点数 3 0 2 2 7
売却額 14110 6500 23810 -¥                44,420¥       

売却点数 1 1 3 0 5
売却額 3610 1010 19140 1000 24,760¥       

売却点数 1 1 5 1 8
売却額 12,010¥         28,010¥         178,000¥       45,700¥         263,720¥     

売却点数 1 3 4 4 12

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。



別添１－１

物品点数
指輪 6
ネックレス 6
その他貴金属類（イヤリング等） 35
時計類（腕時計・置時計等） 8
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 1
電気製品類付属品（充電器・コード等） 42
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 42
電子たばこ 32
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 16
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 18
財布 9
小銭入れ 25
カードケース類（名刺入れ等） 3
めがね 25
サングラス 7
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 134
かさ 42
文具・手帳類 25
書籍類 2
その他著作品類（CD・DVD等） 0
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 92
医療（絆創膏等）・化粧品類 57
生活用品類（雑貨等） 405
袋・封筒類（エコバッグ等） 121
鍵 87
紙類 75
食料品類 53
ＩＣＯＣＡ 15
Ｓｕｉｃａ 0
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 38

1,421
0
2

12
0
4

39
156

0
0

213
1,634

２ 全物品の合計立米（概算） 1.1 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

売却物件等一覧表（貝塚警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 25,000¥         8,500¥           27,510¥         28,800¥         89,810¥       

売却点数 775 830 745 821 3,171
売却額 39,500¥         26,000¥         17,000¥         15,500¥         98,000¥       

売却点数 801 1,212 738 952 3,703
売却額 72,000¥         35,610¥         20,000¥         19,800¥         147,410¥     

売却点数 797 722 815 798 3,132
売却額 23,000¥         43,000¥         32,000¥         47,000¥         145,000¥     

売却点数 793 1,003 872 739 3,407
売却額 36,000¥       35,000¥       18,000¥       225,100¥     314,100¥     

売却点数 919 781 905 873 3,478

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 34810 28310 44600 39320 147,040¥     

売却点数 32 32 19 26 109
売却額 19150 17,510¥         8750 100 45,510¥       

売却点数 20 17 16 9 62
売却額 51000 33100 37010 28810 149,920¥     

売却点数 26 21 17 15 79
売却額 36000 -¥                7000 23510 66,510¥       

売却点数 5 0 1 2 8
売却額 64,520¥         21,800¥         14,000¥         3,000¥           103,320¥     

売却点数 2 3 2 1 8

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等



別添１－１

物品点数
指輪 171

ネックレス 87

その他貴金属類（イヤリング等） 251

時計類（腕時計・置時計等） 103

電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 46

電気製品類付属品（充電器・コード等） 668

音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 573

電子たばこ 128

かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 222

小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 383

財布 79

小銭入れ 32

カードケース類（名刺入れ等） 133

めがね 204

サングラス 169

衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 902

かさ 140

文具・手帳類 171

書籍類 154

その他著作品類（CD・DVD等） 1

趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 226

医療（絆創膏等）・化粧品類 345

生活用品類（雑貨等） 1141

袋・封筒類（エコバッグ等） 330

鍵 190

紙類 95

食料品類 424

ＩＣＯＣＡ 93

Ｓｕｉｃａ 45

その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 643

8,149
33

91

79

4

154

433

1600

6

66

2,466
10,615

２ 全物品の合計立米（概算） 7.2 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

売却物件等一覧表（関西空港警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 835,000¥       760,000¥       519,800¥       615,000¥       2,729,800¥   

売却点数 9,265 10,992 10,471 10,066 40,794
売却額 810,000¥       435,000¥       150,000¥       120,000¥       1,515,000¥   

売却点数 9,494 8,397 1,476 634 20,001
売却額 55,000¥         115,000¥       81,000¥         165,000¥       416,000¥     

売却点数 1,027 565 644 869 3,105
売却額 135,000¥       78,000¥         130,000¥       430,000¥       773,000¥     

売却点数 1,056 1,090 1,528 2,090 5,764
売却額 322,000¥     550,000¥     510,000¥     565,000¥     1,947,000¥   

売却点数 2,787 3,986 3,168 3,963 13,904

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 351500 301200 389990 333500 1,376,190¥   

売却点数 26 29 36 50 141
売却額 559065 336266 146030 16010 1,057,371¥   

売却点数 57 71 14 9 151
売却額 33430 214700 74680 95930 418,740¥     

売却点数 17 12 15 16 60
売却額 67450 198950 215120 140890 622,410¥     

売却点数 24 22 26 20 92
売却額 29,160¥         78,720¥         86,500¥         73,310¥         267,690¥     

売却点数 10 13 8 8 39

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等



別添１－１

物品点数
指輪 24
ネックレス 11
その他貴金属類（イヤリング等） 49
時計類（腕時計・置時計等） 19
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 11
電気製品類付属品（充電器・コード等） 62
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 85
電子たばこ 114
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 58
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 84
財布 44
小銭入れ 67
カードケース類（名刺入れ等） 23
めがね 53
サングラス 17
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 323
かさ 125
文具・手帳類 123
書籍類 15
その他著作品類（CD・DVD等） 0
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 360
医療（絆創膏等）・化粧品類 185
生活用品類（雑貨等） 768
袋・封筒類（エコバッグ等） 344
鍵 181
紙類 294
食料品類 107
ＩＣＯＣＡ 100
Ｓｕｉｃａ 26
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 334

4,006
6

13
54
2

25
144
671

1
10

926
4,932

２ 全物品の合計立米（概算） 3.4 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

売却物件等一覧表（泉佐野警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 125,000¥       162,830¥       136,500¥       68,000¥         492,330¥     

売却点数 3,378 3,512 2,979 2,487 12,356
売却額 88,110¥         68,500¥         36,000¥         62,000¥         254,610¥     

売却点数 2,070 2,008 1,408 1,761 7,247
売却額 56,610¥         56,000¥         50,000¥         37,510¥         200,120¥     

売却点数 1,953 1,580 1,547 1,751 6,831
売却額 88,000¥         66,000¥         68,500¥         66,000¥         288,500¥     

売却点数 1,833 2,419 2,383 2,725 9,360
売却額 82,000¥       86,000¥       82,000¥       75,000¥       325,000¥     

売却点数 3,150 2,781 2,426 2,912 11,269

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 69280 80720 25450 62860 238,310¥     

売却点数 25 16 9 5 55
売却額 33810 145520 7810 14710 201,850¥     

売却点数 11 5 1 1 18
売却額 700 25110 32520 9700 68,030¥       

売却点数 1 1 7 3 12
売却額 4310 1300 19030 14700 39,340¥       

売却点数 2 2 4 5 13
売却額 26,510¥         13,010¥         2,250¥           3,600¥           45,370¥       

売却点数 3 6 3 2 14

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等



別添１－１

物品点数
指輪 8
ネックレス 8
その他貴金属類（イヤリング等） 16
時計類（腕時計・置時計等） 2
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 6
電気製品類付属品（充電器・コード等） 17
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 25
電子たばこ 43
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 26
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 43
財布 18
小銭入れ 33
カードケース類（名刺入れ等） 9
めがね 12
サングラス 9
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 121
かさ 31
文具・手帳類 46
書籍類 1
その他著作品類（CD・DVD等） 0
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 108
医療（絆創膏等）・化粧品類 63
生活用品類（雑貨等） 410
袋・封筒類（エコバッグ等） 143
鍵 101
紙類 163
食料品類 32
ＩＣＯＣＡ 16
Ｓｕｉｃａ 0
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 23

1,533
0
2

11
0
1

143
238

0
1

396
1,929

２ 全物品の合計立米（概算） 1.3 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

売却物件等一覧表（泉南警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 23,000¥         25,000¥         41,920¥         36,500¥         126,420¥     

売却点数 1,226 1,160 1,075 1,178 4,639
売却額 33,000¥         25,000¥         35,000¥         45,000¥         138,000¥     

売却点数 1,106 1,281 975 1,091 4,453
売却額 51,990¥         35,000¥         61,880¥         54,000¥         202,870¥     

売却点数 1,234 1,188 1,118 1,016 4,556
売却額 28,000¥         35,610¥         22,500¥         44,000¥         130,110¥     

売却点数 979 942 1,071 1,339 4,331
売却額 40,000¥       35,000¥       55,000¥       21,200¥       151,200¥     

売却点数 1,035 1,229 1,091 1,377 4,732

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 22320 25000 13010 19500 79,830¥       

売却点数 28 13 20 12 73
売却額 40220 23010 17020 16000 96,250¥       

売却点数 16 21 12 27 76
売却額 25600 43210 44680 22910 136,400¥     

売却点数 21 17 23 16 77
売却額 3700 8000 10810 24000 46,510¥       

売却点数 16 24 19 24 83
売却額 28,510¥         -¥                -¥                -¥                28,510¥       

売却点数 23 0 0 0 23

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。



別添１－１

物品点数
指輪 28
ネックレス 31
その他貴金属類（イヤリング等） 91
時計類（腕時計・置時計等） 21
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 7
電気製品類付属品（充電器・コード等） 42
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 154
電子たばこ 95
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 49
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 112
財布 41
小銭入れ 65
カードケース類（名刺入れ等） 34
めがね 53
サングラス 26
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 277
かさ 107
文具・手帳類 105
書籍類 16
その他著作品類（CD・DVD等） 0
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 448
医療（絆創膏等）・化粧品類 153
生活用品類（雑貨等） 938
袋・封筒類（エコバッグ等） 287
鍵 233
紙類 249
食料品類 95
ＩＣＯＣＡ 46
Ｓｕｉｃａ 2
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 47

3,852
2
7
7
1
6

211
355

1
2

592
4,444

２ 全物品の合計立米（概算） 3 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

売却物件等一覧表（黒山警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 35,680¥       37,500¥         38,550¥         58,680¥         170,410¥     

売却点数 1,128 1,064 1,280 1,153 4,625
売却額 38,660¥         56,110¥         38,650¥         121,100¥       254,520¥     

売却点数 1,111 1,068 1,032 1,121 4,332
売却額 75,000¥         50,000¥         31,000¥         81,000¥         237,000¥     

売却点数 941 1,130 946 985 4,002
売却額 35,000¥         25,100¥         27,100¥         23,000¥         110,200¥     

売却点数 1,254 1,226 983 1,188 4,651
売却額 71,000¥       86,300¥       67,000¥       150,000¥     374,300¥     

売却点数 2,663 3,477 2,494 2,347 10,981

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 38580 56260 33290 25020 153,150¥     

売却点数 3 7 4 4 18
売却額 1450 12250 20950 24500 59,150¥       

売却点数 1 2 2 4 9
売却額 64540 41360 610 9100 115,610¥     

売却点数 2 3 2 2 9
売却額 5760 42060 17890 16600 82,310¥       

売却点数 4 6 10 5 25
売却額 33,690¥         90,500¥         10,300¥         50,100¥         184,590¥     

売却点数 3 3 3 3 12

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等



別添１－１

物品点数
指輪 4
ネックレス 6
その他貴金属類（イヤリング等） 8
時計類（腕時計・置時計等） 2
電気製品（電子玩具・電動カミソリ等） 2
電気製品類付属品（充電器・コード等） 29
音響関連品（ワイヤレスイヤホン等） 26
電子たばこ 38
かばん類（ハンドバッグ・スーツケース等） 8
小物入れ類（ポーチ・きんちゃく等） 16
財布 12
小銭入れ 35
カードケース類（名刺入れ等） 14
めがね 16
サングラス 8
衣類・履物類（帽子・上着・運動靴等） 57
かさ 51
文具・手帳類 33
書籍類 0
その他著作品類（CD・DVD等） 0
趣味・娯楽用品類（スポーツ用品・おもちゃ等） 17
医療（絆創膏等）・化粧品類 52
生活用品類（雑貨等） 191
袋・封筒類（エコバッグ等） 53
鍵 68
紙類 104
食料品類 69
ＩＣＯＣＡ 15
Ｓｕｉｃａ 0
その他プリペイドカード（商品券、上記以外の交通系ICカード等） 26

960
1
1
3
1

12
136
188

1
3

346
1,306

２ 全物品の合計立米（概算） 0.9 ㎥

※注１ 食料品類の中には期限切れのものも含まれます。
※注２ ＩＣＯＣＡやＳｕｉｃａなど交通系ＩＣカード類を換金する際は、各鉄道会社にて所定の手数料がかかります。

手数料については、換金前に各鉄道会社に確認をしてください。
※注３ 商品券の中には期限切れのものも含まれます。

宝くじの中には当選金額が10万円以上のものは含まれません。

小計（個人情報関連物件）

合計

携帯電話類（ｉＰｈｏｎｅ・携帯電話機等）

書類（名簿・名刺・手帳等）・写真類（証明写真・プリクラ等）

証明書類（運転免許証等）・カード類（キャッシュカード・定期券等）

通信機器類（Ｗｉ-Ｆｉルーター等）

電子機器（ノートパソコン・タブレット等）

個人情報
関連物件

カメラ類（デジタルカメラ・ビデオカメラ等）

スマートウォッチ

外部記録媒体（ＵＳＢメモリー・ＳＤカード等）

携帯音響品（ボイスレコーダー・ｉＰｏｄ等）

売却物件等一覧表（河内長野警察署）

１ 物品点数
物品名等

売却物件

雑品
（貴金属）

雑品
（その他）

小計（売却物件）



別添１－１

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 7,000¥           15,680¥         12,500¥         35,680¥         70,860¥       

売却点数 308 285 281 308 1,182
売却額 8,850¥           31,000¥         13,450¥         25,000¥         78,300¥       

売却点数 287 340 225 294 1,146
売却額 53,360¥         5,000¥           15,880¥         45,000¥         119,240¥     

売却点数 227 323 265 456 1,271
売却額 120,000¥       20,110¥         20,500¥         16,190¥         176,800¥     

売却点数 297 307 372 448 1,424
売却額 12,190¥       6,500¥         15,000¥       16,290¥       49,980¥       

売却点数 452 424 433 455 1,764

年度 売却額等 4月 7月 10月 1月 年度計
売却額 800 9650 16390 2590 29,430¥       

売却点数 5 10 32 2 49
売却額 7600 7140 52460 -¥                67,200¥       

売却点数 6 5 4 0 15
売却額 27960 9040 31100 21600 89,700¥       

売却点数 3 3 4 4 14
売却額 19200 5710 35350 -¥                60,260¥       

売却点数 3 4 3 0 10
売却額 6,860¥           10,900¥         19,000¥         10,010¥         46,770¥       

売却点数 14 4 2 1 21

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 トータル平均額

ICOCA ¥1,668 ¥1,662 ¥1,715 ¥1,823 ¥1,827 ¥1,739

Suica ¥1,760 ¥1,652 ¥1,846 ¥1,750 ¥2,123 ¥1,826

その他プリペイドカード ¥526 ¥521 ¥804 ¥617 ¥647 ¥623

（２） 個別売買物品の実績金額等（１品１０万円以上の物品を除く）

令和元年度

４ 過去実績等

※上記実績にあっては、警察署において仕分け作業後に売却を行った際の数値

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

（１） 雑品の実績金額等

※全警察署(66署)の換金結果を基に算出

（３） ICOCA等の１枚当たりの換金平均額

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

※個別売買物品とは、貴金属や腕時計等商品単価の高い物品。



別 添 ２

警 察 署 所 在 地

堺警察署 堺市堺区市之町西1丁ー１－１７

北堺警察署 堺市北区新金岡町１丁１－１

西堺警察署 堺市西区鳳東町４丁３８８

中堺警察署 堺市中区深井沢町２４７０－１７

南堺警察署 堺市南区桃山台２丁２－１

高石警察署 高石市羽衣４丁目２－２３

泉大津警察署 泉大津市田中町２－１２

和泉警察署 和泉市伯太町１丁目６－１３

岸和田警察署 岸和田市作才町１丁目１－３６

貝塚警察署 貝塚市畠中１丁目１０－１

関西空港警察署 泉南郡田尻町泉州空港中１

泉佐野警察署 泉佐野市上町２丁目１－１

泉南警察署 阪南市尾崎町７０

黒山警察署 堺市美原区小平尾３７７－２

河内長野警察署 河内長野市西之山町６－１

警 察 署 一 覧 表



分類 例示品 分類 例示品
デジタルカメラ ｉＰｈｏｎｅ
コンパクトカメラ 携帯電話機ｉＰｈｏｎｅ除く
一眼レフカメラ Ｗｉ－Ｆｉルーター
使い捨てカメラ 位置情報携帯端末
デジタルビデオカメラ ＰＨＳ端末機
ビデオカメラ ポケットベル
フィルム おくすり手帳
ＦＤ メモ帳
ＭＯディスク 手帳
ＵＳＢメモリー アドレス帳
メモリーカード システム手帳
ビデオテープ 日記帳
カセットテープ ノート
ＤＶＤ 領収書
ＣＤ 明細書
ＭＤ 契約書
ＳＩＭカード 履歴書
ＳＤカード 受領書
録音テープ 保証書
デジタルオーディオプレーヤー 注文書
ｉＰｏｄ 資料
ボイスレコーダー 賞状
ＩＣレコーダー 書類
ノートパソコン 請求書
デスクトップパソコン 給与明細
電子辞書 見積書
電子手帳 使用済郵便はがき
タブレット類（ｉＰａｄ等） 振込用紙
情報端末 手紙
ゲーム機 証明書

時計類 スマートウォッチ 受験票
有価証券類 WAONカード 名刺

下記に示す例示品以外に疑義がある場合は、その都度、売払人へ連絡すること。

カメラ類
携帯電話類

手帳・文具類

電気製品類

書類・紙類

２ 『個人情報関連物件』の例示について

 (3) 第四号
      遺失者又はその関係者と認められる個人の住所又は連絡先が記録された文書、図画又は電磁的記録
     【例】 携帯電話機・住所録・電子手帳・名簿等

 (4) 第五号
      個人情報データベース等（個人情報の保護に関する法律（平成一五年法律第五七号）第十六
   条第一項に規定する個人情報データベース等をいう。）が記録された文書、図画又は電磁的記
   録（広く流通している文書、図画及び電磁的記録を除く。）

     【例】 顧客リスト等

 (5) 『個人情報関連物件』に含まれない物
     【例】 印鑑・記名入りの万年筆・未開封の製品（パッケージされたデジタルカメラ等）等

別 添 ３

個人情報関連物件一覧表

１ 『個人情報関連物件』の定義について
『個人情報関連物件』とは、遺失物第35条第１項第二号から第五号に掲げる該当する物件のことを指す。

 (1) 第二号
      個人の身分若しくは地位又は個人の一身に専属する権利を証する文書、図面又は電磁的記録
     【例】 運転免許証・身分証明書・預貯金通帳・クレジットカード、キャッシュカード、定期券等

 (2) 第三号
      個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録
     【例】 手帳・日記帳・デジタルカメラ・パソコン・USBメモリー等



分類 例示品 分類 例示品
運転免許証 預貯金通帳
仮運転免許証 キャッシュカード
国際免許証 クレジットカード
学生証 ＰｉＴａＰａカード
生徒証 ＥＴＣカード
従業員証 ローンカード
会社員証 デビットカード
外国人登録証 ポイントカード
パスポート 図書館利用者カード
身分証明書 ビデオレンタルカード
在留カード 振込カード
特別永住者証明書 給油カード
国民健康保険証 受講カード
社会保険証 会員証
共済組合員証 定期券
老人医療証 IC定期券類（ICOCA定期等）
後期高齢者保険証 身体障害者無料乗車証
乳児医療証 敬老優待乗車証
診察券 株主優待乗車証
身体障がい者手帳 介護人付無料乗車証
母子手帳 EneKey
年金手帳 資格確認書
献血手帳 写真
雇用保険被保険者証 ネガ
印鑑登録証 プリクラ
印鑑登録証明書
戸籍抄本
戸籍謄本
住民票
住民基本台帳カード
自動車検査証
ナンバープレート
自賠責保険証
生命保険証
傷害保険証
船舶免許証
無線免許証
クレーン免許証
宅地建物取扱主任者証
通行証
タスポカード
駐車禁止除外指定車標章
鉄砲刀剣類所持許可証
通知カード
個人番号カード
修了証

著作品類
証明書類・カード類

証明書類・カード類



別記様式第１号

殿

買受人 所  在 地

商号又は名称

代表者氏名

件名 府帰属物件の売買契約（第五ブロック）

作業計画書

令和 年 月 日

大阪府警察本部長

警察署 回収計画 仕分・保管計画



別記様式第１号

殿

買受人 所  在 地

商号又は名称

代表者氏名

件名 府帰属物件の売買契約（第五ブロック）

作業計画書（見本）

令和 年 月 日

大阪府警察本部長

警察署 回収計画 仕分・保管計画

堺

回収日時 〇〇月〇〇日〇〇時頃
回収人数 〇〇人
使用車両 車名（日産キャラバン等）

車番なにわ〇〇ひ〇〇〇〇

仕分日程 〇／〇～〇／〇（〇〇日間）
作業人数 〇〇人
保管場所（若しくは保管庫）は図面①



別記様式第２号 
 

作業責任者等届 
 
                                                            令和  年  月  日 
 
大 阪 府 警 察 本 部 長 殿 
 
          買受人  所 在 地 

商号又は名称 
代表者職氏名           

 
  令和  年  月  日付けで締結した下記の契約に係る作業責任者等を定めたので通知

します。 

記 
 
１ 件 名 府帰属物件の売買契約（第五ブロック） 

 
２ 仕様書で定める作業責任者等 

 
 

 
氏名 

 
住所 

 
作業責任者   
作業副責任者   

従事者   
従事者   
従事者   
従事者   
従事者   
従事者   
従事者   
従事者   
従事者   
従事者   

 
３ 個人情報取扱特記事項で定める個人情報の取扱いに係る作業責任者 
  氏 名 
    住 所         
 

以 上   



別記様式第３号 

引渡書 
 
                                                           令和  年  月  日 

所 在 地 
商号又は名称 
受領者氏名           殿 

 
大 阪 府 警 察 本 部 長 

 
 次のとおり、引渡します。 

 
 引渡し場所：       警察署 

 
引渡し物件点数 

売却物件点数 個人情報関連物件点数 

         点          点 
  

キリトリ線 

別記様式第３号 

受領書 
 

令和  年  月  日 
大 阪 府 警 察 本 部 長 殿 

 
                                                  所 在 地 

商号又は名称         
受領者氏名         

 
次のとおり、受領しました。 

 

受領場所：       警察署 

 
受領物件点数 

売却物件点数 個人情報関連物件点数 

         点          点 
 



作業従事者氏名 従事時間

：  ～ ：
休憩（ ）

：  ～ ：
休憩（ ）

：  ～ ：
休憩（ ）

：  ～ ：
休憩（ ）

：  ～ ：
休憩（ ）

：  ～ ：
休憩（ ）

：  ～ ：
休憩（ ）

：  ～ ：
休憩（ ）

：  ～ ：
休憩（ ）

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり

別記様式第４号

作業日報

令和 年 月 日

大 阪 府 警 察 本 部 長 殿

買受人  所在地

商号又は名称

代表者氏名

処理件数

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票         枚）
□ 別添作業状況のとおり



作業従事者氏名 従事時間

大阪 太郎
9：00： ～ 18：00

休憩（12：00～13：00）

大阪 花子
9：00： ～ 18：00

休憩（12：00～13：00）

～

～

～

～

～

～

～

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票          枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票          枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票          枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票          枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票          枚）
□ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票          枚）
□ 別添作業状況のとおり

別記様式第４号

作業日報（見本）

令和 年 月 日

大 阪 府 警 察 本 部 長 殿

買受人  所在地

商号又は名称

代表者氏名

処理件数

堺警察署の仕分
☑ 100件（拾得物件整理票   100  枚）
□ 別添作業状況のとおり

北堺警察署の仕分
□ 件（拾得物件整理票          枚）
☑ 別添作業状況のとおり

警察署の仕分
□   件（拾得物件整理票          枚）
□ 別添作業状況のとおり



作業状況

別記様式第４号 別添

作業前

作業中

作業後

作業内容 写真



別記様式第５号 
 

作業完了届 
 
                                                            令和  年  月  日 
 
大 阪 府 警 察 本 部 長 殿 
 
          買受人  所 在 地 

商号又は名称 
代表者氏名           

 
  令和  年  月  日付けで締結した下記の契約について、全ての作業が完了したので

通知します。 

記 
 

件  名 府帰属物件の売買契約（第五ブロック） 
 

 
警察署名 

 
完了日 

 
処理件数 

 

       件 

 
 

            件 

 
 

            件 

 
 

            件 

 
 

            件 

 
 

            件 

 
 

            件 

 
 

            件 

 
 

            件 

 



                       （４－５） 

第      回 

       入 札 書      
 

                                令和  年  月  日 

大阪府警察本部長  様 
 

所 在 地                     

商号又は名称                      

代表者職・氏名               

（代理人名）                印 

 

 
下記の金額で受託したく、大阪府財務規則、一般競争入札心得、一般競争入札説明書 

及び契約条項並びに仕様書を承諾の上、入札いたします。 

記 

 

件 名   府帰属物件の売買契約（第五ブロック） 

 

金  額 

億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円 

               

 

 

 （注） ・ 入札書に記載された金額は、契約希望金額の110分の100に相当する金額 

（税抜き価格）であること。 

             

・ 金額を訂正しないこと。 

             

・ 金額記載の文字はアラビア字体とすること。 

 

・ 金額の頭に￥記号をつけること。 

 

 

 

 
  



  第     回 

入 札 書 
 

令和   年   月   日 

  

 

 

 

  

大阪府警察本部長  様 
所 在 地                    

商号又は名称                      

代表者職・氏名               

（代理人名）                 印 

 
下記の金額で受託したく、大阪府財務規則、一般競争入札心得、一般競争入札説明書 

及び契約条項並びに仕様書を承諾の上、入札いたします。 

記 

件 名   府帰属物件の売買契約（第五ブロック）    

 

金  額 

億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円 

 
              

 

 
 

 

（注）  ・ 入札書に記載された金額は、契約希望金額の110分の100に相当する金額 

（税抜き価格）であること。 

             

・ 金額を訂正しないこと。 

             

・ 金額記載の文字はアラビア字体とすること。 

 

・ 金額の頭に￥記号をつけること。 

 

 

 

代理人が参加される場合は、代表者職・氏名

を記入したうえで、代理人の氏名を「（代理

人名）」の横に記入してください。 

入札日当日の日付を記入して

ください。 

代表者が参加される場合は、令和７･８･９年度 
大阪府受付票の使用印を押印してください。 

 
代理人が参加される場合は、委任状に押印した 
代理人使用印を押印してください。その際に、 
大阪府受付票の使用印の押印は必要ありません。 

金額を記入する際は、４つ

の注意事項に従って、記入

してください。 

（入札書記入例） 

再入札が認められている入札の場合、回数を記入し

てください。 

金額を総額（税抜）

で記入してくださ

い。 

入札は３回まで行う場合がありますので、入札書は

３枚持参してください。 



（４－６） 

 

委 任 状 
 

令和  年  月  日 

 

大阪府警察本部長 様 
 

所 在 地                     

 

商号又は名称                     

 

代表者職・氏名                  印 

 

 

私儀                を代理人と定め下記業務に関する入札及び見積

りに関する一切の権限を委任いたします。 

 

記 

 

件 名    府帰属物件の売買契約（第五ブロック）   
                

（代理人使用印） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）委任状の様式は自由であるので、この委任状でなくても良い。 



 

 

委 任 状 
 

令和  年  月  日 

 

大阪府警察本部長 様 
 

所 在 地                     

 

商号又は名称                     

 

代表者職・氏名                  印 

 

 

私儀  （代表者が代理人氏名をここに記入。）   を代理人と定め下記業務に関する

入札及び見積りに関する一切の権限を委任いたします。 

 

記 

 

件 名   府帰属物件の売買契約（第五ブロック）    

 

 

               （代理人使用印） 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）委任状の様式は自由であるので、この委任状でなくても良い。 

必ず日付を記入してくだ

さい。 

（委任状記入例） 

令和７・８・９年度大阪府受付票の 

使用印を押印してください。 

入札書に押印する代理人使

用印を押印してください。

（それ以外の印鑑は使用で

きません） 

代表者が代理人の氏名をこの

空白に記入してください。 



（４－７） 

契約保証金免除申請書 
 

 

令和  年  月  日 

 

 

大阪府警察本部長様 

 

 

所 在 地 

 

商 号 又 は 名 称 

 

代 表 者 職 ・ 氏 名                  印 

 

 

今般、府帰属物件の売買契約（第五ブロック）に関し、下記のとおり大阪府財務規則第 

68条第３号に該当しますので、契約保証金の納付を免除されるよう申請いたします。 

記 

 

 

契約履行年月日 
 

 

契 約 件 名 
 

 

契約金額 
 

 

取引先 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

１） この申請書には、契約を締結しようとする日を起算日として、過去２年間に契約の

履行を完了した日が含まれるもののみ記載してください。 

２） 記載した契約について、契約書等の写しを添付してください（上記の内容証明に関係

しない部分の添付は省略可能です）。 



（参考）大阪府財務規則及びその運用（抄） 

 

（契約保証金の納付等） 

第 67 条     令第167条の16の規則で定める率は、契約金額の 100 分の５以上とする。 

2    第 56 条第２項の規定は、契約保証金の場合に準用する。 

3 契約保証金の納付は、前項に定めるもののほか、公共工事前払金保証事業に関する法

律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証の提供を

もって代えることができる。この場合において、提供される担保の価値は、保証書

に記載された保証金額による。 

 

（契約保証金の免除） 

第 68 条     契約担当者は、一般競争入札、指名競争入札又は随意契約の方法により契約を

締結しようとする場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証

金の全部又は一部の納付を免除することができる。 

  (1)  契約の相手方が保険会社との間に府を被保険者とする履行保証保険契約を締結した

とき。 

  (2)  契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算及び

会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第 100 条の３第２号の規定に基づき財務大臣

が指定する金融機関と工事履行保証契約を締結したとき。 

  (3)   令第167条の５又は令第167条の11に規定する資格を有する者と契約を締結する場

合において、その者が国（公社、公庫及び公団を含む。）又は地方公共団体と種類

及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、これらを過去 2 年の

間にすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認め

られるとき。 

  (4)  法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されたとき。 

  (5)  普通財産又は物品を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納される

とき。 

  (6)  随意契約を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しないこととなるお

それがないと認められるとき。 

 

財務規則の運用  

第 67 条関係 

長期継続契約を締結する場合に徴収する契約保証金の額は、契約書に契約月額の記載

があるときは契約月額に 12 を乗じて得た金額の 100 分の５以上とし、契約書に契約月額

の記載がないときは契約総額を契約月数で除した額に 12 を乗じて得た金額の 100 分の５

以上とする。 

第 68 条関係 

「規模」とは、契約金額を指し、「ほぼ同じくする」とは、契約金額の７割に相当す

る金額以上のものとする。また、数回以上とは、２回以上をいう。 

ただし、長期継続契約（大阪府長期継続契約に関する条例の規定に基づく長期継続契

約）による場合の「規模」の基準となる契約金額は、契約書に契約月額の記載があると

きは契約月額に 12 を乗じて得た金額を指し、契約書に契約月額の記載がないときは契約

総額を契約月数で除した額に 12 を乗じて得た金額を指すものとする。 

なお、「過去２年の間」とは、契約を締結しようとする日を起算日とする。 



（４－８） 
 

誓 約 書 
 
 

私どもは、個人情報の保護に関する法律及び大阪府個人情報の保

護に関する法律施行条例を遵守し、業務上知り得た個人情報を正当

な理由なく他人に知らせ、または不当な目的に使用しないことを誓

います。 

 
 
 
大阪府警察本部長 様 

 
令和  年  月  日 

 
 

  所 在 地 

     商号又は名称 

     代表者職氏名 

 

 

 

 



 
 
（元請負人用） 

事 業 名：                                      

誓 約 書                                                    

 

公共工事等に係る契約の履行に当たって、大阪府暴力団排除条例（以下「条例」という。）

及び大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則

（以下「規則」という。）を守り、下記事項について誓約します。 

 

記 
 

 誓約事項 チェック欄 
１ 規則第３条第１項各号のいずれにも該当しません。 

☐ 

２ 条例第11条第２項の規定により、大阪府から役員の氏名その他必要な事項の報

告を求められたときは、速やかに書面等（役員名簿等）により提出します。 

３ 本誓約書その他の大阪府に提出した書面等を、大阪府が大阪府警察本部に

提供することに同意します。 
４ 規則第８条及び第10条に規定する事項について、遵守します。 

（注）上記の内容を確認した上で、チェック欄の□にレ点を記入してください。） 

 

大阪府知事 様 

  年  月  日   所在地 

商号又は名称 

代表者の氏名                      

代表者の生年月日       年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

（１） 次の者は、「規則第３条第１項各号」に該当します。 

①暴力団員 

②自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者 

③暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、

金品等の利益又は役務の供与をした者 

④暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる相当の対償

のない金品等の利益又は役務の供与をした者 

⑤暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者 

⑥役員等（事実上、経営に参加している者を含む。）が①から⑤までのいずれかに該当する事業者 

⑦①から⑥までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、大阪府が発注する公

共工事等の下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者 

（２） 元請負人は、次の事項を遵守しなければいけません。（規則第８条及び第10条関係） 

①下請契約又は再委託契約を締結する前に下請負人に誓約書を提出させなければいけません。誓約書を

提出しない者を下請負人としてはいけません。 

②下請契約の前に、下請負人の名称等を、府に通知してください。 

③下請契約、再委託契約、資材原材料の購入契約等の契約を締結する前に、相手方が入札参加除外者又

は誓約書違反者に該当しないことを確認してください。 

④下請契約、再委託契約、資材原材料の購入契約等の契約を締結した者が、その契約を締結した日から契

約期間が満了する日までの間に上記（１）①から⑦までのいずれかに掲げる者に該当することとなったとき又

は誓約書違反者となったときは、その下請契約等の解除を求めなければいけません。  

（あらかじめ、契約書に暴力団排除条項を盛り込んでおく等の対応が考えられます。） 

⑤公共工事等に係る契約の履行に当たって、暴力団員又は暴力団密接関係者による不当介入を受けたとき

は、速やかに府に報告してください。 

※下請負人には第２次以下の下請契約又は再委託契約の当事者を含みます。 



 
 

暴力団追放 
 

 
暴力団を追放するためには、次の４点を基本的心構えとしてください。 

 

１ 暴力団を恐れない 

「暴力団員は凶暴で何をするか分からない」という恐怖感があります。 

 しかし、彼らは暴力をふるうために企業を訪ねて来るのではなく、金を得ることがその目的です。 

 その目的達成のため、暴力団は怖いというイメージをフルに利用し、しかも暴行・脅迫等にならな

いよう、つまり警察に捕まらないよう細心の注意を払いつつ不当な要求をしてくるのです。 

 要は、暴力団の本質を理解し、必要以上に恐れず、彼らの要求を冷静に聞き、毅然とした態度で対

応することが大切です。 

 
２ 暴力団に金を出さない 

暴力団員の不当要求の手口は、威圧的な態度を示して、応対者を困惑させ、支払わざるを得ない心

理状態に陥れることが多いのです。応対者に一刻も早くこの場を収めたいという気持ちにさせ、金を

得るのが彼らの常套手段です。こうして支払われた金が、暴力団を肥やし育て、新たな被害者を生む

ことになります。 

 そして、支払われた金は、決して物事の解決にはつながりません。それどころか「この企業（個人）

は金になる」との印象を与え、更なる要求へ、また、その情報は彼らの組織を通じ他の暴力団等へと

流れる結果となります。 

 そのようなことにならないためにも、不当な要求には断じて応じないという姿勢を示し、彼らにこ

の相手はアタックしても無駄だと思い知らしめることが重要です。 

 
３ 暴力団を利用しない 
 暴力団は、自分の利益のみを考えています。 

 時には、暴力団を利用した人と暴力団の利害が一致し、一時的には良い結果が得られたとしても、

後日彼らは、利用者からも約束以上の金を巻き上げるため、あの手この手でやってきます。 

 現実に、「暴力団を利用した結果弱みをつかまれ、逆にその暴力団に多額の金を支払わざるをえな

かった」という事例も見られます。 

 暴力団の利用については、暴力団対策法では、「何人も指定暴力団員に暴力的要求行為を依頼して

はならない」と規定し、利用した人も規制・取締りの対象となります。 

 
４ 暴力団と「交際しない」 

交際は「暴力団の活動を助長」暴力団はあらゆる機会を狙って近づいてきます。 

●  暴力団と関係すること自体が不当要求のきっかけになることがあります。 

● 暴力団と交際していると「暴力団と社会的に非難されるべき関係にある者」とされ、公共

事業等から排除されることがあります。 

 

 （公益財団法人 大阪府暴力追放推進センター ＨＰ より） 

 

 

基本的な心構え（暴力団追放３ない運動 ＋ １） 

●大阪府暴力団排除条例（抜粋） 
(府民及び事業者の責務) 
第五条 府民は、基本理念にのっとり、相互に連携を図りつつ主体的に暴力団の排除に取り組

むとともに、府が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めるものとする。 
２ 事業者は、基本理念にのっとり、その事業に関し、暴力団との一切の関係を持たないよう

努めるとともに、府が実施する暴力団の排除に関する施策に協力するものとする。 
３ 府民及び事業者は、基本理念にのっとり、暴力団の排除に資すると認められる情報を府に

対し積極的に提供するよう努めるものとする。 
 


